
   
 
 

 
 
 

平成 25 年度実績 横浜市教育委員会点検・評価報告書 

 
 
 

別冊《資料編》 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年９月 

横浜市教育委員会 

 

※「平成 25年度実績 横浜市教育委員会点検・評価報告書」で

取り上げた事業のほか、25年度に執行した主な事業・取組 

について記載した個別事業票及びその他の資料を「資料編」

としてまとめました。 

 



 

－ ≪資料編≫ 目 次 － 
 

 

１ 主な事業・取組の点検・評価（個別事業） ・・・・・・・・・・・・１頁 

 

目標１「知」「徳」「体」「公」「開」で示す“横浜の子ども”を育みます 

                                                         ・・・・・４頁 

目標２ 誇りや使命感に満ちた信頼される教職員を確保・育成します 

－尊敬される教師－                            ・・・・・32頁 

目標３ 学校の組織力を高め、信頼される学校を目指します 

－信頼される学校－                            ・・・・・38頁 

目標４ 家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合います 

・・・・・50頁 

目標５ 子どもの教育環境を整備するとともに、市民の学習活動を 

支援します                                    ・・・・・54頁 

 

２ その他資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・63頁 

・「横浜市教育振興基本計画」と「横浜市中期４か年計画」・・・・・ 65頁 

・「横浜市立学校 教職員の業務実態に関する調査」の結果・・・・・ 66頁 

・平成 25年度 教育委員会組織 ・・・・・・・・・・・・・・・・・67頁 

・平成 25年度 教育委員会審議案件等一覧 ・・・・・・・・・・・・68頁 

・平成 25年度 教育委員会活動実績一覧 ・・・・・・・・・・・・・74頁 



 

 

 

 

 

１ 主な事業・取組の点検・評価（個別事業） 

1



点検項目 掲載頁

4

小中一貫教育推進ブロックにおける合同授業研究会の実施 4

「横浜版学習指導要領」に基づくカリキュラムの実施 5

外国語が堪能な人材の配置 6

防災教育の推進 6

小中一貫校の設置拡充に向けた検討 7

年間を通じた授業時数の配当等の在り方検討 7

小中一貫教育推進ブロックでのキャリア教育の取組 8

中学校における職場体験プログラム（職場体験、職業講話）の実施 8

9

全小中学校、特別支援学校における年度ごとの「学力向上アクションプラン」策定及び
各校の取組

9

授業力向上推進校の年度ごとの指定及び研究成果の発信・共有 9

学校司書の配置 10

「学校図書館教育指導計画作成の手引」の活用と、読書活動の推進を意図した授業づく
りの支援

10

理科支援員の配置 11

教員のＩＣＴ活用指導力を高めるための研修の実施 11

12

各校における「『豊かな心の育成』推進プラン」の作成及び各校の取組 12

『豊かな心の育成』推進プログラム副読本作成 12

道徳教育推進教師に対する研修の実施 13

人権教育の充実に向けた啓発推進 13

児童支援専任教諭の配置 14

いじめ防止対策推進法施行に伴ういじめ根絶に向けた取組の推進 15

「横浜子ども会議」の開催 16

いじめ解決一斉キャンペーンの実施 16

いじめ根絶に向けた「いじめ防止マニュアル」等の作成 17

「登校支援アプローチプラン」の作成、又は不登校の予防的な取組の実施 17

ハートフルフレンド・ハートフルスペース・ハートフルルームによる再登校支援の実施 18

学校へのカウンセラー派遣の充実 18

19

「体力向上１校１実践運動」の実施 19

教員の武道に関する指導力向上の継続的な取組 20

中学校における昼食のあり方検討 21

22

一般学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒の「個別の指導計画」の作成 22

通級指導教室の再編・整備 22

特別支援学校のスクールバスの増車 23

自閉症理解と適切な指導・支援を促進するための取組 23

一般学級に在籍する配慮が必要な児童への支援方策の検討 24

通級指導教室教職員のスキルアップ研修の実施 25

中村特別支援学校の再整備 25

日本語教室の充実 26

27

横浜サイエンスフロンティア高校「スーパーサイエンスハイスクール」としての取組 27

横浜総合高校の移転整備と教育内容の見直し 28

特色ある専門コースなどの設置 29

高大連携 30

第三者による学校評価の活用 31

平成25年度の主な事業・取組の点検・評価（目次）

【目標１】　「知」「徳」「体」「公」「開」で示す“横浜の子ども”を育みます

重点施策１　横浜らしい教育の推進

重点施策３　豊かな心の育成

重点施策４　健やかな体の育成

重点施策２　確かな学力の向上

重点施策５　特別なニーズに対応した教育の推進

重点施策６　魅力ある高校教育の推進
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32

よこはま教師塾「アイ・カレッジ」による教員の確保・養成 32

選考方法の改善 33

採用前研修の実施 34

教員の養成及び資質・能力向上を目的とする大学等との連携・協働 34

35

教員研修の見直しとＯＪＴの充実 35

初任教員のサポート 35

大学との共同研究 36

授業改善支援センターの利用促進 36

出張カウンセリングの実施 37

38

「横浜市立学校管理職人材育成指針」に基づく管理職研修の充実 38

小中学校をサポートするための非常勤講師の配置 39

小中学校へのアシスタントティーチャーの派遣 39

学校教育事務所へのスクールソーシャルワーカーの配置 40

保健室登校や支援を必要とする児童生徒が在籍する学校への養護教諭非常勤講師の配置 40

学校評価の充実 41

42

指導主事による教育活動の支援 42

学校課題解決支援チームの派遣 43

方面別学校運営サポート事業 44

学校教育事務所での研修 48

50

「家庭教育のヒント」の配布(「はまっ子家庭教育応援BOOK」の名称変更) 50

家庭における基本的な生活習慣の確立の働きかけに関する取組（入学時における保護者
説明会などでの実施状況）

50

保護者の集いの場（仮称）づくりモデル事業 51

52

学校運営協議会の設置 52

学校・地域コーディネーターの配置 52

地域交流室の設置 53

幼保小連携事業 53

54

学校空調設備の設置 54

市立学校の耐震対策 54

危機管理対策 55

栄養教諭・学校栄養職員未配置校への栄養士有資格者（アルバイト）の配置 55

学校給食用食材の放射線測定 56

学校統合を視野に入れた小規模校対策の推進 57

夜間学級の再編・統合 58

過大規模化や教室不足の解消 58

校務システムの導入 59

60

横浜市民の読書活動の推進 60

交通拠点での図書サービス機能強化事業の進捗状況（「市民に身近で便利な図書館サー
ビスの一層の充実」に関する取組）

61

港北図書館の耐震・再整備の検討・実施 61

５つの文化財施設の機能的な取組 62

横浜開港資料館の収蔵資料の保管・展示方法の改善 62

【目標３】 学校の組織力を高め、信頼される学校を目指します　-信頼される学校-

重点施策７　優れた人材の確保

重点施策８　教師力の向上

【目標５】 子どもの教育環境を整備するとともに、市民の学習活動を支援します

重点施策11　家庭教育への支援

【目標２】 誇りや使命感に満ちた信頼される教職員を確保・育成します　-尊敬される教師-

重点施策13　教育環境の整備

重点施策12　地域と学校との連携

重点施策14　市民の学習活動の支援

重点施策９　学校の組織力の向上

重点施策10　適確・迅速・きめ細かな学校支援

【目標４】 家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合います
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【重点施策１　横浜らしい教育の推進】

●横浜型小中一貫教育の推進

点検項目 小中一貫教育推進ブロックにおける合同授業研究会の実施

25年度達成目標
全ブロック実施の合同授業研究会の質的向上を目指して、年３回の横浜
型小中一貫教育推進協議会を実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

・全142ブロックにおいて合同授業研究会を実施した。
・横浜型小中一貫教育推進協議会を次のとおり開催した。
　 第１回　各ブロックの24年度活動報告書の内容分析報告及び協議等
 　第２回　代表ブロックの児童生徒による「子どもディスカッション」
 　第３回　方面別開催　非常勤講師配置ブロックからの実践報告等
・ブロックの学校間の連絡調整等を担当する教員の負担軽減を図り、さら
に連携を進めるため、20ブロックに非常勤講師を配置した。

自己評価

【評価】
　合同授業研究会を通じて、小中教職員の相互理解や児童生徒理解が進
み、教職員間でブロックの目標や育てたい子ども像、学力観や指導観等が
共有されてきている。
　児童生徒にとっては、授業や小中合同の活動を通じて交流が深まり、中
学生の小学生に対する思いやりの醸成、小学生が中学校に進学する際の
不安が解消する等の成果が出ている。
【課題】
　ブロックとしての学力向上の取組、ブロック内の学校が行っている様々な
取組を地域にも積極的に発信していく必要がある。
　学校間の距離が離れていたり、ブロックの構成が通学区域と一致しない
ため、連携に難しさを感じている学校がある。

今後の方向性

　横浜型小中一貫教育推進協議会や横浜市教育課程研究委員会研究協
議会等でブロックの取組に資する内容を発信し、合同授業研究会の質の
向上や地域連携の取組をさらに推進する。
　ブロックの取組のコーディネーター機能を強化するため、非常勤講師の
配置を継続する。

【所管：指導主事室】

目標１　「知」「徳」「体」「公」「開」で示す“横浜の子ども”を育みます
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点検項目 「横浜版学習指導要領」に基づくカリキュラムの実施

25年度達成目標
・全小中学校での小中一貫カリキュラムの運営・改善
・「横浜版学習指導要領」及び「授業改善ガイド」の活用推進

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

【教育課程研究委員会の運営】
　全校を対象とした研究協議会を開催し、総則部会においては、「学習評
価を核としたカリキュラムマネジメント～学校を活性化させる取組の充実～」
をテーマにカリキュラムマネジメントを推進する学校経営の在り方について
研究・発表した。
　教科等専門部会においては、「指導と評価の一体化を図る授業実践」を
テーマに、学習指導要領改訂の趣旨や教科等の特性に応じた現状分析
から課題をとらえ、その課題解決に向けた具体的な授業実践を研究・発表
した。
【「授業改善ガイド」の作成】
　「授業改善ガイド　思考力・判断力・表現力の育成編」を編集・発行し、各
学校におけるカリキュラムマネジメントの推進を支援した。

自己評価

【評価】
　カリキュラムマネジメントを各学校で推進していくための支援として、「横浜
版学習指導要領」で示す小中一貫カリキュラムの具体的実践例を、教育課
程研究委員会の研究協議会や「授業改善ガイド」を通じて学校に示すこと
ができた。また、会場を学校とすることで、参加可能人数を増やすとともに、
双方向の協議の充実が図られた。
【課題】
　運営面の工夫によって参加可能人数を増やす等の工夫はしているが、
日程や会場等の都合上、教育課程の研究協議会に参加できるのは一部
の教職員とせざるを得ず、発信した情報を全ての教職員に周知・徹底する
ことが難しい。

今後の方向性

　教育課程研究委員会研究協議会の会場や時間設定の工夫により、各教
科等専門部会に各校複数の教職員が参加できるようにするとともに、双方
向の協議が充実できるようにすることで、各学校の教育課程の運営、改善
を支援する。
　全教職員を配布対象とした授業実践の参考資料を作成し、有効活用さ
れるよう、発信していく。

【所管：指導主事室】
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点検項目 外国語が堪能な人材の配置

25年度達成目標 中学校への常駐のＡＥＴ（英語指導助手）配置（新規50校、計100校）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　新たに中学校50校へ常駐のＡＥＴを配置し、既存のＡＥＴ常駐校と合わ
せて、計100校の中学校にＡＥＴを常駐配置した。

自己評価

【評価】
　ＡＥＴを常駐で配置した学校では、複数の外国人を活用する新たな授業
形態に取り組むなど、生徒がネイティブスピーカーと話す機会が増加すると
ともに、英語学習への意欲が高まった。
【課題】
　グローバル人材育成に向けた英語教育の目標を達成するために、全て
の中学校に常駐のＡＥＴを配置し、生徒の英語コミュニケーション能力を伸
ばす必要がある。

今後の方向性 　26年度は、全ての中学校に常駐のＡＥＴを配置する。

【所管：指導企画課】

点検項目 防災教育の推進

25年度達成目標
・指導資料の作成と市立小、中、特別支援学校への配布
・防災教育への取組紹介

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

・8月に「横浜市防災教育の指針・指導資料」を市立小学校・中学校・特別
支援学校に配布した。
・学校安全研修を年間3回実施し、有識者の講演や小中学校の実践報告
を行った。

自己評価

【評価】
　防災教育の推進に生かせる資料の配布や取組事例の発信をすることで
各学校の防災教育に対する意識を高めることにつなげることができた。
【課題】
　平成25年度からの事業のため資料の活用など具体的実践例が少なく、
引き続き実践事例を集める必要がある。

今後の方向性
　教職員が実感をもって防災教育の必要性を感じられるように、学校安全
研修では実践を伴った内容の研修を行う。また、授業研究を伴った取組を
推進していく「学校安全教育推進校」を設置する。

【所管：指導企画課】
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点検項目 小中一貫校の設置拡充に向けた検討

25年度達成目標
・現設置校における教育活動の検証・支援
・設置拡充に向けた諸条件の整理・検討

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

・学校教育事務所を中心とした現設置校への教育活動上の支援や特別な
教育活動を実施するための経費の予算化を行った。
・「横浜市における小中一貫校の基本方針（中間まとめ）（以下、小中一貫
校基本方針）」に基づき、東部方面・西部方面を中心に小中一貫校の候補
校を検討した。

自己評価

【評価】
・学校教育事務所を中心とした、現設置校への教育活動上の支援などを
実施し、横浜型小中一貫教育推進協議会などの機会に、特色ある教育の
成果を発信することができた。
・小中一貫校基本方針に基づき、小中一貫校の候補校を検討し、児童生
徒数の推移や施設の状況などを調査した結果、現時点で４方面全てでの
設置が難しいことが判明した。
【課題】
・小中一貫校を設置拡充するため、方面別にこだわらない設置など、さらな
る検討が必要である。

今後の方向性

・小中一貫校は横浜型小中一貫教育のモデル校として、さらに先進的な取
組を研究・実践し、その成果を発信していく。
・国の動向を踏まえつつ、横浜市における小中一貫校基本方針の最終版
を策定するとともに、小中一貫校の設置候補校を引き続き検討する。

【所管：指導主事室】

●豊かな体験を通した学習の推進

点検項目 年間を通じた授業時数の配当等の在り方検討

25年度達成目標 小学校、中学校の研究校による土曜日の活用についての検証と方針決定

目標の達成状況 目標が一部未達成

取組の概要
　小学校24校、中学校３校の27校を「土曜日の活用研究協力校」として指
定し、年間４～11回の範囲で各学校ごとに土曜授業を実施し、その成果と
課題を実証的に研究した。

自己評価

【評価】
　土曜授業を実際に実施することによる児童生徒、保護者、地域、教職員
への影響及び、成果と課題が明確になった。
【課題】
　土曜授業実施に伴う中学校の部活動との調整や、教職員の勤務体制が
課題として明らかになったが、その解決が困難である。

今後の方向性
　研究校及び研究校以外の学校における土曜日の活用の成果と課題を把
握・検証した上で、26年度に横浜市としての土曜授業の取組の方向性を決
定する。

【所管：教育政策推進課、指導企画課】
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点検項目 小中一貫教育推進ブロックでのキャリア教育の取組

25年度達成目標
小中一貫教育推進4ブロックで、9年間を通した全体計画に基づくキャリア
教育を推進

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　各方面１中学校ブロックの小中学校あわせて12校をキャリア教育実践推
進校として指定し、全体計画や年間指導計画を策定・実施することで、子
どもたちの勤労観・職業観を育んだ。また、研究内容を市内の小中学校に
向けて発信した。

自己評価

【評価】
　23、24年度に引き続き、４つの小中一貫教育推進ブロックを実践推進ブ
ロックに指定、研究を推進し、小中９年間を貫く子どもたちの勤労観や職業
観を育んだ。小学校から中学校までの９年間の中でキャリア教育で育てた
い子ども像を共有することは、小中連携した教育課程の運営改善の点から
有効だった。
【課題】
　職場体験活動を行事的な扱いととらえてしまう等、働くことの意義を考え、
望ましい勤労観や職業観を育むキャリア教育の本来の目的が各学校に浸
透しきれていない。

今後の方向性
　キャリア教育実践推進ブロックを18区全てに指定し、区ごとに幼保小中高
まで連続したキャリア教育について本来の目的を周知し、先進的な取組の
情報発信を行うことができるようにする。

【所管：指導企画課】

点検項目 中学校における職場体験プログラム（職場体験、職業講話）の実施

25年度達成目標 職業体験プログラムを145校（98%）で年2日以上実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　小中９年間を通して自立を育むキャリア教育に積極的に取り組んだ。中
学校では、25年度の目標である「職業体験プログラムを145校で年２日以上
実施」を目指して24年度の未実施校を含む各校の支援を行った。

自己評価

【評価】
　24年度未実施校４校を含む145校で職業体験プログラムを２日以上実施
することができ、より多くの学校で働くことの意義や大切さ、社会の中での
人々の役割についての理解が深まった。
【課題】
　職場体験受入事業所の確保が困難である等の理由で、24年度には実施
していたが、25年度には職業体験プログラムを２日以上実施しなかった学
校があった。受入事業所の確保が今後の課題となる。

今後の方向性
　実施校の実践例等を生かして、職業体験プログラムを全中学校で年２日
以上実施する。

【所管：指導企画課】
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【重点施策２　確かな学力の向上】

●「横浜市子ども学力向上プログラム」に基づく学力の向上

点検項目
全小中学校、特別支援学校における

年度ごとの「学力向上アクションプラン」策定及び各校の取組

25年度達成目標
各学校で「横浜市学力・学習状況調査」の結果を分析し、学力向上に向け
た取組を実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　横浜市で独自に実施している横浜市学力・学習状況調査の結果をまとめ
た分析チャートをもとに、全小中学校において、学力向上アクションプランを
作成し、子どもたちの学力向上に向けた具体的な取組を推進する取組を継
続した。
　特別支援学校においても、学力向上アクションプランを作成し、個に応じ
た指導を、一層推進した。

自己評価

【評価】
　各学校とも自校のデータに基づいて課題をとらえて授業改善するととも
に、保護者・地域にも結果を公開し、学校・家庭・地域が一体となった学力
の向上に取り組んでいる。
【課題】
　分析チャートに基づいて、どのような学力層の傾向があるかを分析し、指
導の一層の充実を図る必要がある。

今後の方向性
・引き続き学力向上アクションプラン策定する（全小中学校・特別支援学校
で毎年策定）。
・情報の分析・検証を充実させ、実質的な成果を上げる取組を実現する。

【所管：指導企画課】

点検項目 授業力向上推進校の年度ごとの指定及び研究成果の発信・共有

25年度達成目標 授業力向上推進校32校指定

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　25年度は小学校22校、中学校10校、計32校を推進校として指定し、教科
等の指導力向上に向けた取組を推進した。

自己評価

【評価】
　各学校での分析チャートの活用が進み、学力を客観的にとらえ、学力向
上への具体的な取組につながっている。また、研究成果は、学力向上シン
ポジウム等で発信した。
【課題】
　新規校を獲得し、単年度に終わらない継続した取組を推進する。

今後の方向性 　26年度も引き続き、授業力向上推進校を32校指定する。

【所管：指導企画課】
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●言語力の育成

点検項目 学校司書の配置

25年度達成目標 学校司書を10月から小中学校125校に配置（新規125校）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　小学校108校、中学校17校の合計125校に学校司書を配置するとともに、
学校司書を対象とした新採用研修と月に1回の研修を実施した。

自己評価

【評価】
　学校司書の配置された学校で学校図書館の環境整備が進み、学校図書
館に人が常駐することで、学校図書館の利用促進が図られた。
【課題】
　学校司書の授業への参画の推進に向けて、授業支援における学校司書
の役割を明確にし、各学校において学校図書館教育指導計画への位置付
けを図っていくことが望ましい。

今後の方向性 　学校司書を28年度まで毎年125校ずつ、計500校に配置していく。

【所管：指導企画課】

点検項目
「学校図書館教育指導計画作成の手引」の活用と、

読書活動の推進を意図した授業づくりの支援

25年度達成目標
・読書活動活性化拠点校8校指定
・学校図書館教育研修会(年3回)の実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

・小学校７校、中学校１校を拠点校として指定し、「学校図書館教育指導計
画」に基づく授業づくりを推進した。
・研修会において、市の学校図書館関連事業説明や学校図書館教育に関
わる実践報告・講演会などを実施し、司書教諭や学校図書館担当教諭の
専門性の向上を図った。

自己評価

【評価】
　「学校図書館教育指導計画」を作成することにより、学校全体で学校図書
館教育を推進する際の方向性が明確になった。また、学校司書配置等の
新規事業に関して、必要な情報を計画的に発信することができた。
【課題】
　学校司書配置事業が進むにつれて、司書教諭等が出席する研修が増加
している。負担を減らすためにも、研修の精選が必要である。

今後の方向性

・26年度も引き続き、読書活動活性化拠点校を８校指定する。
・司書教諭等悉皆研修（学校図書館教育研修会）を年２回実施する。
・各校の「学校図書館教育指導計画」に基づいた授業づくり・授業改善を推
進する。

【所管：指導企画課】
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●理科教育の推進

点検項目 理科支援員の配置

25年度達成目標 小学校172校に配置

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　小学校171校と中学校1校に理科支援員を配置した。また、理科支援員を
対象にした研修会を２回（うち１回は実技を伴う研修）実施した。

自己評価

【評価】
　理科の観察、実験などにおける準備や児童へのきめ細やかな対応が十
分に行われた。また、横浜市学力・学習状況調査における生活意識調査の
「理科の勉強が好き」、「理科の勉強は役に立つ」、「観察・実験が好き」にお
いて、増加が見られた。
【課題】
　担任など授業者との連携の時間の確保や、事故を防ぐ安全指導の徹底を
図ることが必要である。

今後の方向性
　26年度も171校に配置し、小学校全校に２年に一度は配置できるようにす
る。

【所管：指導企画課】

●ICT活用能力と情報モラルの育成

点検項目 教員のＩＣＴ活用指導力を高めるための研修の実施

25年度達成目標
・教員のICT活用指導力80%
・夏季・派遣研修の実施
・指導事例等の情報発信

目標の達成状況 目標が一部未達成

取組の概要

・教員のICT活用指導力を高め、授業準備や授業展開の中で、教員や児童
生徒がICT機器を使いこなせるようになるための夏季（28講座）・派遣研修
（183校）を実施した。
・研究発表会を開催するとともに、ICT活用指導力向上計画書に基づいた
校内研修等の取組を行った。

自己評価

【評価】
　校務システム研修、ＩＣＴ活用指導力向上のための夏季研修、学校現場へ
のインストラクター派遣研修を予定どおり実施した。教員のICT活用指導力
については、 約76％（速報値）と前年度より微減となり、５つの分野のうち３
つの分野では高い数値を示し、伸び率としては高止まりの傾向が見られる。
【課題】
　ＩＣＴ機器の活用については、児童生徒が自ら使いこなせるような指導力
を身に付けさせるための、 より効果的な研修の実施等について継続的な見
直しが必要である。

今後の方向性
　教員のICT活用指導力の向上のため、夏季・派遣研修の実施、校内研修
の支援や情報モラル・マナー指導事例等の情報発信を実施する。

【所管：指導企画課】
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【重点施策３　豊かな心の育成】

●「『豊かな心の育成』推進プログラム」の策定と取組の推進

点検項目 各校における「『豊かな心の育成』推進プラン」の作成及び各校の取組

25年度達成目標 学校経営計画に位置付け実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　24年３月に「『豊かな心の育成』推進プログラム」を策定し、全校に配布し
た。25年度は、このプログラムをもとに、各学校で子どもたちの豊かな心を育
成するため、「『豊かな心の育成』推進プラン」を作成し、学校経営計画に位
置付けて取り組んだ。

自己評価

【評価】
　予定どおり、「『豊かな心の育成』推進プラン」を全校で作成し、「学力向上
アクションプラン」や「体育・健康プラン」と同様に学校経営計画に位置付け
実施することで、学校の特色に応じた道徳教育を推進する体制を整えること
ができた。
【課題】
　道徳教育の質的向上、ＰＤＣＡサイクルに基づいた道徳の指導計画による
実践・評価等、引き続き、道徳教育の充実及び改善を図る必要がある。

今後の方向性
　常に見直しを図りながら、引き続き「『豊かな心の育成』推進プラン」を策定
する。（全小中学校・特別支援学校で毎年策定）

【所管：指導企画課】

点検項目 『豊かな心の育成』推進プログラム副読本作成

25年度達成目標 中学校版及び小学校1～3年生版の作成・配布

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　社会人として、親として、横浜市民として生きていくための知識や能力を身
に付け、生き方の基礎・基本となる力を育むために、副読本「大人になるあ
なたへ　今、考えておきたいこと『生きる』」中学校版及び小学校1～3年生
版を作成・配布した。

自己評価

【評価】
　予定どおり副読本『生きる』中学校版及び小学校1～3年生版を作成・配布
した。実践事例集も作成・配布することで、各校で当該「副読本」を、より活
用できるようにした。
【課題】
　副読本『生きる』を十分に活用できるように、研修など様々な機会に、具体
的な活用事例を十分に示す必要がある。

今後の方向性
　道徳授業力向上推進校や教育課程研究委員と協力し、様々な場面で
『生きる』の有効活用事例を全校に発信する。

【所管：指導企画課】
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●道徳教育の推進

点検項目 道徳教育推進教師に対する研修の実施

25年度達成目標 年3回実施（全道徳教育推進教師が参加）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　校長の方針の下、道徳教育推進教師を中心に全教員が協力して道徳教
育を展開するために、年３回の「道徳教育推進教師研修会」を実施した。

自己評価

【評価】
　予定どおり研修会を実施することで、道徳教育推進教師を中心として学校
における道徳教育推進体制の基礎が構築できた。
【課題】
　各学校における道徳教育をさらに推進するために、校内研修の運営や授
業力の向上を目指す研修の充実、改善等を図ることが必要である。

今後の方向性
　26年度も、年３回の「道徳教育推進教師研修会」を実施する。「道徳の時
間」の授業改善の推進を図るために、具体的な授業手法等について、より
実践的な研修を行う。

【所管：指導企画課】

●人権教育の推進

点検項目 人権教育の充実に向けた啓発推進

25年度達成目標 実践・指導事例集の改訂・活用

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　人権教育の充実に向けて教職員の啓発推進を図るため、初任者研修や
年次研修など、様々な研修で、「実践・指導事例集」を取り上げ、各学校で
の授業づくりや校内研修等に活用した。また、新しい人権課題等を盛り込ん
だ、授業の指導案資料を作成するなど指導事例の充実を図った。

自己評価

【評価】
　各区の人権教育推進協議会や校内の人権研修で実践・指導事例集が活
用されるとともに、指導案資料の作成により、新しい人権課題についても意
識が高まった。
【課題】
　経験年数が浅い教職員が増加しており、人権課題についての知識が十
分に浸透しきれていない状況にある。

今後の方向性

・人権尊重の精神を基盤とする授業づくりにつながる研修資料を充実させ
る。
・若手教員の人権教育への意識の向上を図るため、初任者向け資料を作
成する。

【所管：人権教育・児童生徒課】
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●いじめや不登校などへの対応と教育相談体制の充実

点検項目 児童支援専任教諭の配置

25年度達成目標 小学校280校に配置（新規70校、計280校）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　いじめや不登校、暴力行為など子どもを取り巻く諸課題に対し、早期に発
見・対応し、未然に防止することに中心的役割を担う「児童支援専任教諭」
（２２年度開始）を前年度に引き続き小学校７０校（累計２8０校）に配置し、小
学校の児童指導体制の充実を図った。

自己評価

【評価】
　児童支援専任教諭の配置により、組織的対応力が向上し、児童1,000人
あたりのいじめの認知件数が配置前の21年度2.6件から24年度12.9件と約5
倍に増加する等、いじめの早期発見、早期解決をはじめとした児童の様々
な諸問題の解決に大きな効果を上げている。
　また、配置拡充に伴い、中学校の生徒指導専任教諭をはじめ、警察や児
童相談所等の関係機関との連携を図りながら、９年間一貫して児童生徒を
見守っていく体制の構築が推進されている。
【課題】
　危機管理対応など児童支援専任教諭の専門性の向上及び関係機関との
効果的な連携をはじめ、中学校ブロック、幼保小等の連携強化を図る必要
がある。

今後の方向性

　26年度の全校配置に伴い、児童支援専任教諭の専門性の向上に資する
研修を充実させるとともに、中学校の生徒指導専任教諭との連携を強化し、
小中一貫教育推進ブロックにおける情報交換や課題共有など、児童生徒
指導の充実を図っていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】
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点検項目 いじめ防止対策推進法施行に伴ういじめ根絶に向けた取組の推進

25年度達成目標
　「いじめ防止対策推進法」で規定する、本市における「いじめ防止等のた
めの基本方針の策定」及び「附属機関等の組織の設置」

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　25年９月28日に施行された「いじめ防止対策推進法」を踏まえ、いじめ防
止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するために「横浜市いじめ
防止基本方針」を12月13日に策定した。
　また、いじめ防止等の関係機関の連携推進を図る「いじめ問題対策連絡
協議会」やいじめ問題の対策協議、重大事態に係る調査等を行う「いじめ
問題専門委員会」等の組織を設置する「横浜市いじめ問題対策連絡協議
会等条例」を制定した。（26年４月１日施行）
　学校では、国や市の取組を受けて、いじめ防止等のため基本方針を策定
し、複数の教職員等で組織するいじめ防止対策委員会を設置した。

自己評価

【評価】
　全国の指定都市に先駆けて、いじめ防止基本方針を策定し、組織設置の
条例を制定することにより、いじめのない社会実現を目指し、市全体でいじ
めの防止、早期解決に取り組む方針と体制が整備された。
　また、学校においても、児童生徒の実態や地域の状況を踏まえた、学校
独自の基本方針が策定され、組織的な対応を充実させる体制づくりができ
た。
【課題】
　策定した基本方針に掲げる取組の具体化や設置した組織の効果的な運
営を図る必要がある。

今後の方向性
　新たに設定した「いじめ防止啓発月間」の啓発活動や学校におけるいじ
めの未然防止への効果的な取組の具体化を図る。

【所管：人権教育・児童生徒課】
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点検項目 「横浜子ども会議」の開催

25年度達成目標

児童生徒自身がいじめ問題に主体的に取り組むきっかけとなるよう、「いじ
め問題」を議題として実施
・各区会議、高校会議の開催（6～７月）
・方面別会議の開催（7月）
・横浜子ども会議本会議の開催（8月）
・広報誌等により成果を各校へフィードバック

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

・全校から児童生徒の代表者を選出し、６月～７月にかけて各区会議及び
高校会議を開催し、7月には、市内４方面ごとに方面別会議を開催した。
・２回の会議を経て、選出された児童生徒（約110名）による横浜子ども会議
本会議を８月22日に開催し、いじめ根絶に向けたアピール文を採択した。
・子ども会議の話し合いの成果をまとめた広報誌を10月に発行、全児童生
徒へ配布し、各学校では具体的な取組を実践した。

自己評価

【評価】
　小・中・高・特別支援学校の児童生徒が一堂に会し、同じテーマで議論を
重ねたことで、いじめ根絶に向けた効果的なアピール文が採択され、各学
校での具体的な取組の展開につながっている。
【課題】
　会議という一過性の取組に留まることなく、いじめ問題の未然防止及び早
期発見・早期対応に継続して取り組む必要がある。

今後の方向性
　子どもたちが主体的に取組を進めていくことは有意義なことであり、子ども
たちが一堂に会して、いじめ問題に限らず、全市的に同一のテーマで話し
合う「横浜子ども会議」を継続していく。

【所管：人権教育・児童生徒課】

点検項目 いじめ解決一斉キャンペーンの実施

25年度達成目標 12月の人権週間に合わせ全校一斉アンケート実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　いじめは学校で起こる最も身近で深刻な人権侵害であることから、12月の
人権週間に合わせて、全児童生徒を対象にした「無記名アンケート」と全教
職員を対象としたアンケートを実施することにより、いじめや人間関係のトラ
ブルで不安や悩みを抱えた児童生徒を把握し、対応状況を点検すること
で、いじめやトラブルの早期解決を図った。

自己評価

【評価】
　いじめ解決一斉キャンペーンを実施したことで、教職員の意識が高まり、
いじめや人間関係のトラブルを早期に把握することができ、深刻ないじめと
なる前に対応を図り、早期解決につなげている。
【課題】
　調査の結果から、目に見えにくく、潜在化するいじめが増加している可能
性があり、教職員への研修や保護者への啓発など、今後の学校におけるい
じめの未然防止の取組に生かす必要がある。

今後の方向性
　26年度もキャンペーンの中で引き続きアンケートを実施し、各学校でのい
じめ防止の取組につなげていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】
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点検項目 いじめ根絶に向けた「いじめ防止マニュアル」等の作成

25年度達成目標
・教職員向けいじめ防止マニュアルを作成し、全校へ配布、周知
・保護者向け啓発リーフレットの配布

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　教職員向けに、いじめに関するマニュアルを作成し、全市立学校に配布
し、この教職員マニュアルをもとに、いじめの対応・防止マニュアルとして「い
じめ根絶！横浜メソッド」を発行した。
　また、いじめ根絶に向けて、学校、保護者、地域が連携した取組を一層充
実させることを目的に、保護者向けのいじめ防止に関するリーフレットを作
成し、保護者、地域等に配布した。
　さらには、ネットいじめの増加が懸念されることを踏まえ、スマートフォン・
ケータイに関する啓発リーフレットを作成し、全市立学校の保護者へ配布し
た。

自己評価

【評価】
　全市立学校において、全保護者等にリーフレットを配布し、いじめの早期
発見や対応、未然防止等についての啓発を図り、理解を深めることにつな
がった。また、校内研修等に活用するなど教職員の資質の向上につながっ
た。
【課題】
　各校におけるいじめの未然防止の取組をより具体性のあるものにするに
は、配布したマニュアル等の活用を推進する必要がある。

今後の方向性
　マニュアルや「いじめ根絶！横浜メソッド」等を活用した教職員研修等を推
進し、いじめ防止に関わる取組の充実を図る。

【所管：人権教育・児童生徒課】

点検項目 「登校支援アプローチプラン」の作成、又は不登校の予防的な取組の実施

25年度達成目標
「登校支援アプローチプラン」の作成、又は不登校の予防的な取組を全小
中学校で実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

・自校の状況に応じた不登校対策に取り組むため、全校で予防的な取組を
実施するとともに、登校について個別に支援が必要と判断される児童生徒
が在籍する小中学校で「登校支援アプローチプラン」を作成した。
・不登校（年間30日以上欠席）だけでなく、登校しぶり、休みがちな児童生
徒に対しても一人ひとりの状況に応じたプランを作成し、全教職員で共通認
識のもと支援した。

自己評価

【評価】
　児童生徒一人ひとりの状態に応じた支援プランを作成したことにより、学
校が組織的に登校支援を進めることができ、教職員の意識向上にもつな
がった。
【課題】
　登校支援アプローチプランを活用した研修や予防に向けた取組を更に充
実させていく必要がある。

今後の方向性
　26年度も引き続き「登校支援アプローチプラン」等を活用し、登校に向け
たチーム支援を充実させていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】
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点検項目
ハートフルフレンド・ハートフルスペース・ハートフルルームによる

再登校支援の実施

25年度達成目標
・ハートフルスペースを西部方面に新設
・不登校児童生徒一人ひとりの実態に応じた個別支援計画をもとに、学校、
関係大学、関係機関との連携を図りながら、再登校支援を実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　不登校児童生徒の状況に応じた相談・支援を充実させるため、西部方面
にハートフルスペース上星川を開設（６月）し、支援体制の充実を図るととも
に、ハートフルスペース及びハートフルルームに通室する全児童生徒の個
別支援計画を活用し、個に応じた支援を行った。
　また、児童生徒の活動報告書の送付や在籍校担任者会の開催等を通し
て、登校に向けて教育支援センターと在籍校との連携を図った。さらに、民
間教育施設との協議会を継続し、保護者支援の一環として、保護者の集い
において施設紹介を行った。

自己評価

【評価】
・市内４方面にハートフルスペースを設置したことにより、再登校に向けた支
援体制の充実が図られた。
・児童生徒一人ひとりの個別支援計画に基づき、保護者、学校との連携を
含めた支援が充実した。
【課題】
・教育支援センターと学校及び民間教育施設等、関係機関との連携を一層
強化していく必要がある。
・児童生徒の多様な状況に対応できるよう、引き続き職員の資質向上を図る
必要がある。

今後の方向性
　再登校への支援充実に向け、民間教育施設との協議の継続と交流を実
施する。

【所管：人権教育・児童生徒課】

点検項目 学校へのカウンセラー派遣の充実

25年度達成目標
学校カウンセラーの増員(5名増員・計44名)とカウンセラー配置の工夫によ
り、小学校へ1～2週間に1回程度派遣

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　児童生徒・保護者への心理的な支援を受ける機会の増加及び教職員へ
の心理的な助言、協働のための時間の確保に向け、カウンセラーの拡充を
図った(5名増員・計44名)。

自己評価

【評価】
　小学校への派遣を、1～2週間に1回程度と拡充したことにより、相談機会
が増加し、児童・保護者等へのきめ細やかな対応が図られた。
【課題】
　小学校へのカウンセラー派遣の拡充に伴い、9年間を見通した小中一貫
でのカウンセラーの配置を進めるなど活用の充実を図る必要がある。

今後の方向性
　26年度に6人の増員を実施するとともに、小中一貫型カウンセラーの配置
の充実を目指す。

【所管：人権教育・児童生徒課】

18



【重点施策４　健やかな体の育成】

●「体力アップよこはま2020プラン」に基づく体力づくり

点検項目 「体力向上１校１実践運動」の実施

25年度達成目標 全小中学校で実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　学校生活の中で、体力向上の取組を継続的に推進するため、各校が実
態に応じて作成した「体育・健康プラン」を基に、その特色を生かした「体力
向上１校１実践」を実施・改善した。

自己評価

【評価】
　各校が「体力向上１校１実践運動」の成果を確認できるよう、指標設定に
ついての情報や実践事例について発信した結果、市内各校が指標を設定
することができた。
【課題】
　各校の取組がより効果的なものとなるように、「健康体力つくり推進協議
会」、「体力向上推進校実践発表会」等でさらに市内各校へ情報を発信し
ていく必要がある。

今後の方向性
　成果指標に基づいた、より良い実践を市内各校へ情報発信をするととも
に、各方面事務所と協力しながら、体力向上につながる支援を継続する。

【所管：指導企画課】
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●武道の必修化に伴う取組

点検項目 教員の武道に関する指導力向上の継続的な取組

25年度達成目標
・武道安全対策委員会の開催（年２回）
・武道安全研修の実施（柔・剣道各１回）
・武道安全等指導員の各方面別事務所への配置

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

・武道安全対策委員会を２回開催するとともに、授業視察を行い、安全対
策について検討を行った。
・武道安全研修を保健体育科教員と部活動顧問を対象に、柔・剣道各１回
開催し、安全な指導について、実技研修を行った。
・武道安全等指導員を各方面別事務所に配置し、学校訪問（授業視察）を
通して、教員に対する安全指導等を行った。

自己評価

【評価】
　武道安全対策委員会では、専門家を交えて安全対策を検討することが
できた。また、前年に引き続き実技研修を実施することにより、保健体育科
教員全員が安全指導について学ぶことができた。
　武道安全等指導員の配置により、実際の授業の場で教員に対する安全
指導を行うことができるようになった。指導員の定例会を毎月開催すること
により、情報共有を行うことができた。また、授業訪問の記録を事例集として
まとめ、各学校に配布することで、より安全で充実した授業づくりを促すこと
ができた。
【課題】
　武道安全等指導員の学校訪問に対し、学校長、教員の理解を深めること
が必要である。

今後の方向性
　対策委員会、研修、指導員の有意義な連動を図り、効果的な安全対策を
検討し、推進する。特に、指導員の訪問については、その効果が実感でき
るような指導の充実を図るとともに、情報発信に努める。

【所管：指導企画課】
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●食育の推進などによる健康な体づくり

点検項目 中学校における昼食のあり方検討

25年度達成目標
弁当等販売未実施校において、順次販売を開始。また、引き続き、望まし
い中学校昼食のあり方を検討

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　家庭弁当を持参できない生徒への対応として、弁当等販売未実施校で
弁当等を購入できる環境を整えた。
　また、中学校における食育の推進のため、食育実践推進校に２中学校を
指定し、それぞれの学校では、生徒自らが必要な栄養や量について発表
する取組や、保護者を対象とした弁当作り講座を開催する取組などを行っ
た。

自己評価

【評価】
　すべての中学校で弁当等が購入できるようになり、家庭からの弁当持参
に加えて、生徒にとって昼食の選択肢を増やすことができた。
　また、食育実践推進校における取組により、生徒自身だけではなく、家族
も昼食について考える契機とすることができた。事例については、他校でも
参考にできるよう共有を図った。
【課題】
　すべての中学校で弁当等が購入できるようになったが、更なる昼食の充
実が求められている。食育の推進にあたっては、食育実践推進校の取組を
広げることにより、他校がモデルにできる事例を蓄積する必要がある。

今後の方向性

・栄養バランスのとれた温もりのある昼食の提供に向けて調査等を行い、26
年中には横浜らしい中学校昼食のあり方をまとめる。
・食育の推進にあたっては、食育実践推進校に指定する中学校数を増や
し、他校のモデルとなる事例の蓄積を図る。

【所管：健康教育課】
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【重点施策５　特別なニーズに対応した教育の推進】

●特別支援教育の推進

点検項目
一般学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒の

「個別の指導計画」の作成

25年度達成目標 「個別の指導計画」の作成率95％（３月）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　特別な支援の必要な児童生徒一人ひとりに応じた指導支援の充実を図
るため、「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」の作成と活用を推
進した。「個別の指導計画」の作成率は98.6％（実績）に達した。

自己評価

【評価】
　支援の必要な児童生徒一人ひとりに対する適切な指導支援が一層進め
られ、大いに効果があった。
【課題】
　今後は内容について、さらに充実を図っていくことが必要である。

今後の方向性

　児童生徒の将来を見据えた支援を充実させていくために、個々の児童生
徒の適性に応じた進路指導や、保護者への必要な情報提供を行えるよう、
学校管理職や特別支援教育コーディネーターへ、研修等を通じて指導し
ていく。

【所管：特別支援教育課】

点検項目 通級指導教室の再編・整備

25年度達成目標
・小学校2教室新規整備（３月）
・中学校2教室改修整備（３月）
（小学22教室、中学8教室、特支２教室、計32教室）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

・西が岡小学校に、情緒障害学級１教室・言語教室1教室を新規整備し
た。
・鴨志田中学校の言語難聴学級１教室、洋光台第一中学校の言語学級１
教室を改修整備した。
・ろう特別支援学校の言語難聴学級の教室改修のための設計を行った。

自己評価

【評価】
　予定どおり実施し、新規教室の開級や改修工事など、次年度の取組につ
なげることができた。
【課題】
　ろう特別支援学校にある通級指導教室の改修工事を行う。

今後の方向性
　通級指導教室の再編に伴う新規整備は終了した。今後は、老朽化した教
室の修繕等の対応を図っていく。

【所管：教育施設課、特別支援教育課】
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点検項目 特別支援学校のスクールバスの増車

25年度達成目標 １コース分増車（計40コース）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　スクールバスの長時間乗車を短縮し、児童生徒の負担を削減するため、
上菅田特別支援学校において、１台の増車を行った。

自己評価

【評価】
　増車により登下校時間の短縮及び児童生徒の負担の削減につなげるこ
とができた。
【課題】
　市立特別支援学校の通学区域を定めていないため、長時間乗車の対応
が常に必要となる。

今後の方向性
　今後は増車だけでなく、肢体不自由特別支援学校の通学区域を考慮し
た再編・整備等により、長時間乗車の解消を目指す。

【所管：特別支援教育課】

点検項目 自閉症理解と適切な指導・支援を促進するための取組

25年度達成目標

①「自閉症教育　理解・啓発パンフレット」を活用した校内研修の実施（平
成24・25年度で全校）
②「自閉症教育の手引きⅡ」の作成
③世界自閉症啓発デーin横浜の開催（３月）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

①全校に配布した「自閉症教育　理解・啓発パンフレット」のＣＤをもとに、
市立学校全校で研修を実施した。
②「自閉症教育の手引きⅡ」を作成し、説明会を行って全校に配布した。
③「発達障害のある人の就労支援」をテーマとして、健康福祉局及びこども
青少年局と共催で開催した。

自己評価

【評価】
①25年度をもって市立学校全校で研修を実施するとともに、研修計画書、
研修報告書の提出があり、校内での理解と啓発を推進することができた。
②自閉症を中心とした支援の必要な児童生徒への対応について、具体的
な指導方法を提示することができた。
③港南公会堂で415人の参加者があり、就労支援について広く市民の皆
様への啓発を行うことができた。
【課題】
　将来の進路を見据えた支援の取組を充実させていく必要がある。

今後の方向性

①②新たに作成し配布した「自閉症教育の手引きⅡ」をもとに、具体的な
指導支援方法について全校で研修を進め、障害に対する正しい理解と適
切な教育をさらに推進する。
③思春期、学齢後期の発達障害に照準をあて、市民の皆様への啓発を行
う。

【所管：特別支援教育課】
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点検項目 一般学級に在籍する配慮が必要な児童への支援方策の検討

25年度達成目標
24年度からの継続研究協力校１校と合わせ、各方面別に協力校を１校指
定し、一般学級における授業づくりのための実践研究、検証を実施

目標の達成状況 目標が一部未達成

取組の概要

　一般学級において配慮が必要な児童が増加しており、配慮が必要な児
童を包括した指導方法の研究が急務となっていることから、東部・西部・南
部の各方面１校の研究協力校において実践研究を実施し、検証成果を
「教育実践フォーラム」において発表した。
　 (北部方面については、学校規模、学校状況、授業研究テーマなど、協
力校として指定できる条件が整わなかったため未実施)

自己評価

【評価】
　ユニバーサルデザインの視点に立った授業研究として、24年度の国語に
引き続き、算数を研究教科として取り上げるなど、汎用に向けての幅がさら
に広がった。また、ユニバーサルデザインの考え方も広がりをみせており、
教員の授業づくりにおける視点も変化してきているとの報告もあり、多くの
授業で工夫が見られるようになってきた。
【課題】
　ユニバーサルデザインの視点に立った学級全体の指導方法の工夫につ
いては研究が進んできたが、今後は、集団の中における個別の配慮につ
いて、研究が必要であり、通級指導教室との連携も視野に研究を進めてい
く必要がある。

今後の方向性

　集団の中での個別指導や特別支援教室等の在り方、運営方法について
研究を進めていく。また、通級指導教室との連携も視野に入れ、インクルー
シブ教育システム構築のための特別支援教育の推進を図る。なお、26年
度については、特別支援教室の運営・活用方法について研究を進めるとと
もに、実践例の研究も行う。このほか、ユニバーサルデザインの視点に立っ
た授業づくりについても、引き続き、実践に基づいた授業研究を実施して
いく。

【所管：特別支援教育相談課】
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点検項目 通級指導教室教職員のスキルアップ研修の実施

25年度達成目標
通級指導教室指導教諭の資質向上に重点を置いた内容の研修を年間を
通じて10回程度実施

目標の達成状況 目標が一部未達成

取組の概要

　一般学級における特別支援教育の推進のため、指導、連携の主軸となる
人材育成のため、資質向上を目指した研修を実施したが、想定した応募
者が集まらず、年度内の研修継続を断念した。
　・通級指導教室の今後の在り方
　・特別支援教育の全体像

自己評価

【評価】
　特別支援教育の各ステージでの連携を図るうえで特別支援教育全体の
状況を把握する機会が創出され、リーダー育成研修の基礎となった。
【課題】
　リーダー育成を意図した研修であったが、対象者の絞り込みに苦慮し、
想定した応募者が集まらなかった。

今後の方向性

　研修対象者を「学校支援担当者」に絞り、想定する参加者の応募を促す
とともに、悉皆参加の枠を設けるなど、リーダー育成研修と明確に位置づ
け、人材育成の一助とする。また、研修参加者の課題解決を目標とする、よ
り具体的なテーマを設定し、実践的な成果が得られるように研修手法の工
夫も図る。

【所管：特別支援教育相談課】

点検項目 中村特別支援学校の再整備

25年度達成目標
・増築(スロープ等）の工事竣工（～３月）
・中村小学校の図書室等を特別支援学校用の教室に改修（～３月）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　中村特別支援学校の入学・進学の需要に対し、教育環境を維持・改善す
ること及び津波発生時の避難経路を確保するため、改修工事を行った。

自己評価

【評価】
　改修工事によって特別支援学校の教室増築と併せ、隣り合う小学校と特
別支援学校が交流及び共同学習を含めて連携が深まった。
【課題】
　新しい学習環境を活用した教育内容をより一層充実させる。

今後の方向性
　再整備工事については、25年６月に着工、26年３月に完了した。今後
は、撤去した仮設プレハブ校舎の跡地活用を検討していく。

【所管：教育施設課、特別支援教育課】
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●日本語指導が必要な児童生徒への支援

点検項目 日本語教室の充実

25年度達成目標
日本語指導が必要な児童生徒支援非常勤講師及び外国語補助指導員を
配置

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　日本語指導が必要な外国籍の児童生徒が多く在籍する学校には、県費
で国際教室担当教員が加配されている（５名在籍で１名、20名在籍で２
名）。しかし、市内には日本語指導が必要な児童生徒の在籍が50名を超え
る学校も数校あることや、日本国籍の日本語指導が必要な児童生徒は国
際教室担当教員配置の基準に含まれないことなどから、きめ細かい指導が
しにくい状況があった。
　また、日本語指導が必要な児童生徒への生活指導・学習指導への母語
によるサポートや保護者対応は、ボランティア人材を活用しているが、緊急
時の対応、保護者への日常の連絡、学校文書の翻訳などを行う際には、ボ
ランティアでは対応しにくい状況があった。そこで、日本語指導が必要な児
童生徒が一定数在籍する学校に日本語指導が必要な児童生徒支援非常
勤講師（９校13名）及び外国語補助指導員（４校４名）を配置した。

自己評価

【評価】
　日本語指導や学習支援を丁寧に行うための非常勤講師と、児童生徒や
保護者の母語を話せる補助指導員を配置したことで、児童生徒の学習内
容の理解や保護者と学校とのコミュニケーションが以前に比較して円滑に
なっている。
【課題】
　児童生徒の母語が話せる外国語補助指導員は、当該児童生徒の安心な
学校生活や学習内容の理解につながるものとなるが、日本語指導が必要
な児童生徒が多数在籍する学校には、学習指導の充実のため、拡充に向
けた検討が必要である。

今後の方向性
　外国語補助指導員の配置基準（日本語指導が必要な児童生徒の在籍
数）を引き下げ、増員していく。

【所管：指導企画課】
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【重点施策６　魅力ある高校教育の推進】

●特色ある高校づくり

点検項目
横浜サイエンスフロンティア高校

「スーパーサイエンスハイスクール」としての取組

25年度達成目標

・先端科学分野に携わる研究者の講演等の実施
・青少年の理科教育、科学教育の振興を図るための国際科学フォーラム、
青少年サイエンスセンター事業の実施
・横浜市立大学チャレンジプログラムによる特別入学枠進学者10名程度を
選抜

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

   横浜サイエンスフロンティア高校において、大学・企業・研究機関の研究
者と連携を行い研究者による講座（サタデーサイエンス、サイエンスリテラ
シーⅠ）や各生徒が自ら設定した課題を研究するサイエンスリテラシーⅡ、
海外研修での英語のプレゼン等を実施した。
   また、地域の理科教育振興の拠点として、市内小中学生向けの科学教
室（サイエンスセンター事業天文教室・鶴見川生き物発見等）を実施して、
科学に対する興味・関心を育てることができた。
   国際科学フォーラムでは、海外・国内連携高が参加して、ノーベル化学
賞受賞者ハロルドクロトー博士による基調講演や近隣の小学校でのワーク
ショップを実施し、グローバルなサイエンス教育を展開した。そのほか、市
大チャレンジプログラム特別入学枠進学者を２名選抜した。

自己評価

【評価】
　研究者による講座（サタデーサイエンス[14講座]、サイエンスリテラシーⅠ
[20講座]）計34講座を実施した。生徒アンケートで多くの生徒が理解が進
んだと答えている。また、サイエンスセンター事業18事業を実施、小中学生
の参加者アンケートは好評となっており、事業成果を上げている。市大チャ
レンジプログラムは、開始以来応募者が減少し続けている。
【課題】
　市大チャレンジプログラムの応募者減少傾向が続き、現行の選考基準の
再検討が考えられる。

今後の方向性
　研究者の講演やサイエンスセンター事業は引き続き実施する。市大チャ
レンジプログラムは、市大と協議しサイエンスリテラシーⅡなどの成果も含
めた選考基準に改正した（27年度３年次生から適用）。

【所管：高校教育課】
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点検項目 横浜総合高校の移転整備と教育内容の見直し

25年度達成目標
・新たな教育内容の実施（4月～）
・旧県立大岡高校の改修工事等の実施（～5月末）
・移転（8月）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　南区大岡の旧県立大岡高校への移転を進めるため、移転先校舎の
工事を実施し、25年８月に移転を完了した。またキャリア教育の充実
を図るため新たな科目を設置するとともに、スクールカウンセラーの拡充
等を行った。

自己評価

【評価】
　選択科目の展開に対応できる特別教室の整備が行い、生徒の学習、交
流スペースが増えた。また、生徒相談機能を充実させるため、各階にサ
ポートステーションを設けたことで生徒相談が随時行える環境が整った。
　生徒会活動に主体的に取り組む生徒が増え、未履修者及び中途退学者
の数が減少した。
【課題】
　キャリア教育におけるインターンシップ受入先企業等の安定確保が必要
である。

今後の方向性
　基礎学力の定着や、キャリア教育及び就労支援の更なる充実を図ってい
く。

【所管：高校教育課】
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点検項目 特色ある専門コースなどの設置

25年度達成目標

＜戸塚高校、横浜商業高校＞
　・中学生向け説明会の開催（7月～）
　・入学者選抜（2月）
　・施設設計・整備（通年）
　・指導計画の策定（通年）
＜東高校＞
　・専門コースの検討（通年）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　26年度に設置する戸塚高校音楽コース、横浜商業高校スポーツマネジメ
ント科について、中学生向け説明会を、音楽コースは25年８月に、スポー
ツマネジメント科は25年11月に開催し、予定どおり入学者選抜試験を実施
した。

自己評価

【評価】
　スポーツマネジメント科について、説明会の開催を通じて特色等につい
て周知を図ったことで、入学者選抜試験は高倍率となった。
【課題】
　音楽コースについては、設置に関する周知不足から入学者の募集定員
に達しなかった。
　また、26年度に設置した各専門コースとの差別化や予算上の課題を踏ま
えたうえで、東高校における特色を引き続き検討する必要がある。

今後の方向性

　音楽コース、スポーツマネジメント科について、教育内容の更なる充実を
図るとともに、積極的な広報活動を行い入学者選抜を進めていく。また、運
営の中で生じる課題を整理しながら、状況に見合った環境整備を行ってい
く。
　市立高校全体のあり方検討を実施し、今後の東高校の特色も合わせて
検討していく。

【所管：高校教育課】
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点検項目 高大連携

25年度達成目標
①横浜市立大学と重点校３校及び英語科教員研修での連携実施
②横浜国立大学インターンシップ実施
③慶應義塾大学講義入門・キャンパスツアー実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

①横浜市立大学
　金沢高校では、文理特進クラスを対象とした市立大学教員による講座や
市大プラクティカルイングリッシュインストラクターとの連携による英語力育
成プログラムを実施した。
　横浜商業高校では、プレオープンキャンパスや日経STOCKリーグ参加
に向けた特別講義や「Global Learning」の学習成果発表会での指導助言
を受けるなど連携を充実させた。
　横浜サイエンスフロンティア高校では｢サイエンスリテラシー｣で市大教授
から指導を受けたり、｢理科教育を考える会｣での意見交換などを実施し
た。
　「横浜市立大学チャレンジプログラム」については、２７年度応募要項の
改正を行った。その他、市立高校の英語科教員研修を実施した。
②横浜国立大学
　市立高校４校から10名の生徒がインターンシップに参加し、教育人間科
学部学校教育課程、理工学部建築EP、地球生態学EPの各研究室にて５
日間の業務体験をした。
③慶応義塾大学
　三田の講義入門に市立高校優先枠での参加に加え、25年度は新規で
市立高校卒業生による日吉キャンパスツアーを企画した（悪天候のため中
止）。

自己評価

【評価】
 ・市立高校生の大学への興味・関心を身近なものとしている。
 ・高校段階での学習や研究活動への動機づけにつながっている。
【課題】
 ・横浜サイエンスフロンティア高校の「横浜市立大学チャレンジプログラム」
　の実績が年々減少しており、改善が必要である。
 ・新たな高大接続枠（推薦枠）を拡充する。

今後の方向性
　これまでの取組をより充実させるとともに、高大接続のための新たな推薦
枠の確保や、専門コースでの新たな高大連携事業の開拓を目指す。

【所管：高校教育課】
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●選ばれる高校づくり

点検項目 第三者による学校評価の活用

25年度達成目標
有識者による第三者評価
・訪問調査の実施（3校）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
・訪問調査の実施（６月、３校）した。
・書類調査を廃止し、訪問調査のみとした。
・評価の観点を明確にし、重点取組を中心に評価する内容とした。

自己評価

【評価】
　訪問調査のみとし、評価項目を重点項目に絞ることで、訪問調査を効率
的に実施できた。
　評価方法を効率化することで、キャリアガイダンス、進路指導の取組など
評価結果を教育活動と学校運営の改善に迅速に反映できた。
【課題】
　調査対象校ごとに評価者が異なったため、同じ視点・基準で評価するこ
とが難しかった。

今後の方向性
　26年度より、①評価者が複数の学校を訪問し、②訪問調査校を教育課
程・学科の特色が近い学校とすることで、評価基準を合わせ、学校間での
評価のばらつきを防ぐ。

【所管：高校教育課】
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【重点施策７　優れた人材の確保】

●総合的な人材確保策の展開

点検項目 よこはま教師塾「アイ・カレッジ」による教員の確保・養成

25年度達成目標

本市の小学校、中学校・高等学校、特別支援学校の教員志望者に対し、
よこはま教師塾「アイ・カレッジ」を開講し、教育への情熱と豊かな人間性・
社会性を自ら高め、子どもとの関わりを大切にする教員の養成を行う。（25
年10月～26年6月：全35日実施予定、150人程度募集）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　教員の大量退職・大量採用が行われる中で、優れた人材を確保すること
が求められている。よこはま教師塾「アイ・カレッジ」では、本市の小学校、中
学校・高等学校、特別支援学校の教員志望者を対象により実践的で学校
が求める教員の育成に取り組んでいる。25年10月から26年６月まで土曜日
に実施し、合計で35回開催した。

自己評価

【評価】
　25年度の入塾試験受験者は178人、入塾試験合格者は99人、入塾者は
86人となった。
　25年度実施の教員採用試験において、24年度の卒塾生88人のうち61人
が合格し、26年４月から58人が本市教員として採用されている。よこはま教
師塾「アイ・カレッジ」でのカリキュラムにより、実践力を身に付けてから学校
に配属されることで、初任者のリーダー的な役割を担える人材を確保するこ
とにつながっている。
【課題】
　優秀な人材の確保には、多くの応募者の中から資質の高い人材を選定
することが重要である。このため、よこはま教師塾「アイ・カレッジ」の広報活
動を積極的に行い、入塾試験受験者を増やす必要がある。また、よこはま
教師塾「アイ・カレッジ」を開催する曜日についても検討する必要がある。

今後の方向性

　引き続き教員の大量退職・大量採用が続くことから、よこはま教師塾「ア
イ・カレッジ」の役割は重要である。より実践力を高めるカリキュラムを開発し
つつ実施していく。開催日については、より参加しやすい曜日を決定して
いく。

【所管：教職員育成課】

目標２　誇りや使命感に満ちた信頼される教職員を確保・育成します -尊敬される教師-
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点検項目 選考方法の改善

25年度達成目標

優れた教員確保のための取組
・教員採用試験説明会の開催（140回）（随時）
・採用前懇談会の実施（1月）
・学校見学会の開催（1月）
試験に関する取組
・インターネットによる申込みの実施（4～5月）
・福岡県で教員採用試験（一次）を実施（7月）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　教員確保における取組
　・教員採用試験説明会の開催（153回）
　・採用前懇談会の実施（26年2月：263人）
　・学校見学会の開催（26年１月23日：20人、1月30日：21人）
　試験における取組
　・インターネットによる申込みの実施（応募者数 3,653人　全体の約59％）
　・福岡県で教員採用試験（一次）を実施（応募者数 593人　全体の約
10％）

自己評価

【評価】
　様々な人材確保策を展開したこともあり、応募者数が前年度より増加し、
6,152人（前年度6,067人）となるなど、成果をあげることができた。
【課題】
　毎年多くの教員が定年退職を迎える期間が継続する中、優れた人材を
多数確保するため、説明会等の取組の充実や選考方法の改善に引き続き
取り組んでいく必要がある。

今後の方向性
　優れた人材を確保するため、引き続き、選考方法の改善を図るとともに、
広報活動を充実させるなど、首都圏を含め全国からの受験者を確保するた
めの取組をさらに推進していく。

【所管：教職員人事課】
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点検項目 採用前研修の実施

25年度達成目標 新規採用予定の教員等が４月からスムーズにスタートできるよう支援する。

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　新規採用予定者（教諭、養護教諭、栄養教諭、学校事務職員）を対象
に、業務理解や社会人としての基礎等を学ぶための集合研修を実施する
とともに、インターネットを活用して、横浜で実践されている教育の様子等を
紹介し、業務理解等を深めるきっかけとした。

自己評価

【評価】
　新採用教員等938名を対象として実施した結果、５回にわたって開催した
集合研修には各回に約300名が参加し、延べ1,375名の参加者数となっ
た。研修を通して業務の理解を進めるとともに、同期教員等との交流が不
安解消につながり、４月からのスタートに備えることができた。
【課題】
　受講対象者が採用前であり、また、市外出身者が多いことから、集合研
修への参加は３割程度に止まっているが、４月からのスタートに備えた効果
的研修であることを踏まえ、より参加率を高めていく必要がある。

今後の方向性
　集合研修のほか、インターネットを引き続き効果的に活用し、ｅラーニング
を通して、より多くの採用予定者が研修を受講できるものとする。

【所管：教職員育成課】

点検項目 教員の養成及び資質・能力向上を目的とする大学等との連携・協働

25年度達成目標
優秀な教員の養成及び資質・能力向上をより効果的に進めるため、教員の
養成を担う大学との連携・協働の基礎を構築する。

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　教職課程のある、神奈川県内に立地する大学を中心に、個別訪問をして
個別の意見交換を行うとともに、大学が一同に集う会議を開催した。
　この訪問及び会議等により、個々の大学の強みや課題、要望を把握し、
また、連携・協働の方向性等について意見交換を行うなど、連携・協働の
基礎を構築し、26年度の具体的な取組に向けて準備を進めた。

自己評価

【評価】
　神奈川県内に立地する43大学（横浜国立大学等）及び１専門学校と、東
京都内の３大学の計４７校への個別訪問及び合同会議により、互いの状
況・課題の共有化を図った。
【課題】
　連携・協働の基礎を固め、そのうえで個別具体の取組を推進していく必
要がある。

今後の方向性
　横浜市が求める、優れた実践力や高い専門性を備えた教員の養成及び
資質・能力向上ができるよう、大学との連携・協働をより積極的に推進す
る。

【所管：教職員育成課】

34



【重点施策８　教師力の向上】

●教職員の資質能力の向上

点検項目 教員研修の見直しとOJTの充実

25年度達成目標
　研修の重複を見直し、効率化・合理化を図るとともに、校内ＯＪＴの充実・
強化を進める。

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　経験年数別研修や管理職研修などを見直し、質の維持・向上を図りつつ
研修回数の削減を図った。

自己評価

【評価】
　教職員育成課所管研修について、25年度の研修回数に比べて約２割を
削減する一方、効果的な人材育成のための26年度新規研修（教務主任研
修等）の準備を進めるなど、研修の効率化・合理化を図ることができた。
【課題】
　引き続き、教員を対象とする各種研修の重複等の調整を行う。

今後の方向性 　事務局内全体の調整を目的とし、研修の精査を引き続き進める。

【所管：教職員育成課】

点検項目 初任教員のサポート

25年度達成目標
　不安や戸惑いを抱える初任教員が安心して子どもたちと向き合い、校内
における業務をスムーズに進めることができるようにする。

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　初任教員に対する専属の指導教員が配置されていない学校に対して、学
校管理職ＯＢをサポートボランティアとして、１か月から２か月の期間派遣
し、初任教員がよりよいスタートができるよう、子どもへの関わり方や学習指
導、学級経営などの支援を行った。

自己評価

【評価】
　小学校及び中学校の計104校に対して82名のボランティアを派遣したとこ
ろ、派遣先の校長からは、初任教員が精神的支援やキャリア支援を受け、
スムーズに子どもたちに向き合うことができるようになった、などの評価を得
ている。
【課題】
　学校現場では教育課題が山積し、校内で指導にあたる教員が多忙のた
め、引き続き学校管理職ＯＢをボランティアとして確保し、初任教員への支
援を継続する必要がある。

今後の方向性
　大量採用が続き、初任者に対する学校内の指導体制が十分ではない状
況を踏まえ、初任教員への効果的な支援を継続し充実させていく。

【所管：教職員育成課】
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点検項目 大学との共同研究

25年度達成目標
　教員の意識調査を通して人材育成に関する現状分析等を行い、その成
果を各校でのＯＪＴの推進と各種研修の質の向上に役立てる。

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　経験の浅い教員への意識調査やメンターチーム等の活動状況調査など
について、人材育成について先進的かつ専門的な研究を実施する東京大
学と、平成23年度から３年間にわたる共同研究を行った。
　当該研究では、自己成長に関わる環境、経験等に関する意識調査等を
23年度から本市の教職経験３年目の教員への追跡調査を行ってきた。５年
目、１０年目の教員を対象に同様の調査を実施し、その成果を基にＯＪＴを
推進するための学校配布用リーフレットを作成した。

自己評価

【評価】
　教員が成長するために必要な環境や経験等を研究で明らかにすることが
でき、研究結果をもとに研修を実施することができた。また、校内人材育成
を活性化させるヒントをリーフレットにまとめ、ＯＪＴを推進するために全校に
配布し、校内OJTによる人材育成を進めることができた。
【課題】
　本研究の成果を基に校内ＯＪＴによる人材育成をさらに推進する。

今後の方向性
　横浜の子どもたちがグローバルな人材に育つよう、教員に求められる資
質・能力の向上に向け、教員の意識調査、状況調査を行い、指標・育成プ
ログラム作成するために、大学との共同研究を実施する。

【所管：教職員育成課】

点検項目 授業改善支援センターの利用促進

25年度達成目標
授業力の向上を支援するための「授業づくり講座」の講座内容や指導主事
と支援員が連携した相談体制等の充実

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　ゼミ形式、グループワークを活用した教科等別の講座、学級づくりをテー
マとした若手教員向けの講座等を４か所の授業改善支援センターで実施し
た。幅広い分野の図書や指導案の収集、相談体制の充実により、25年度の
利用者は14,774人となった（21年度～25年度末の利用人数：72,244人）。

自己評価

【評価】
　学校教育事務所の特色を生かした講座や、年度末休業中に若手教員向
けの講座を実施する等、４か所の授業改善支援センターがそれぞれ工夫し
た事業を実施している。さらに、指導主事と支援員が連携した相談体制の
充実により、リピーターが増加している。
【課題】
　利用の少ない校種や年齢層の教員に、どのように利用を働きかけるか、Ｐ
Ｒに取り組む必要がある。

今後の方向性

　学校教育事務所の方針に基づく独自性を取り入れて、講座内容の充実を
図ると同時に、校内研修の支援、「ハマ・アップだより」やメーリングリストの発
行、全校あるいは各方面単位で行われる研修会場でのPR、研修や指導主
事の学校訪問時のPRを継続し、利用増加を目指す。

【所管：指導主事室、学校教育事務所】
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●教職員の心の健康づくり

点検項目 出張カウンセリングの実施

25年度達成目標 130校を対象に募集・実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　教職員の精神疾患による休職者が減少しない傾向にあることから、予
防・再発防止・重篤化防止の対応が重要となっている。自らのストレス状
況の理解、職場のストレス分析などにより、精神疾患による休職に至らな
い職場づくりに取り組むことを目的としている。
　25年度は対象校の募集を行った結果128校から希望があり、全ての
学校で実施した。２６年度までに全校対象とする予定である。

自己評価

【評価】
　自己ストレスを把握するとともに、不調者の早期発見による専門機関と
の連携等に、一定の効果を上げている。また、学校長・教職員等の理解
が深まり、学校全体でメンタルヘルスについて取り組むきっかけとなって
いる。
【課題】
　26年度で全学校での実施が終了となるが、学校でのラインケアやセ
ルフケアなど学校全体で取り組めるよう今後のメンタルヘルス対策を検
討することが課題である。

今後の方向性
　26年度は132校を対象に、校長ラインケア研修も悉皆で行う予定である。
学校内でのラインケアやセルフケアなど、さらに充実させるための方策を
検討していく。

【所管：教職員厚生課】
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【重点施策９　学校の組織力の向上】

●校長、副校長のマネジメント力の向上

点検項目 「横浜市立学校管理職人材育成指針」に基づく管理職研修の充実

25年度達成目標
①学校を経営する管理職としての資質・能力を高めるため、校長及び副校
長を対象とする研修の実施（通年）
②コンプライアンスや危機管理等の徹底に向けた不祥事防止研修を実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

①学校現場を取り巻く課題が山積し、学校経営に関する資質・能力の向上
が必要となっていることを踏まえ、校長に対しては学校経営者としての専門
性を高めるための研修を実施し、また、副校長に対してはより実践力を磨く
ための研修を実施するなど、学校管理職の研修の充実を図った。
②校長及び新任副校長を対象とした教職員人事評価システムの評価者研
修において、教職員の指導・育成や学校の活性化に関する研修を行っ
た。また、校長・副校長昇任の際に不祥事防止にかかわる人間力向上研
修を実施した。

自己評価

【評価】
①実務中心の研修、組織マネジメント等の専門性向上を図る研修、自己課
題の解決に向けた選択研修など、課題に応じた研修を実施できている。
②各研修を年１回ずつ実施しており、人材育成や不祥事防止に関する理
解が浸透しつつある。
【課題】
①学校現場の課題が山積しており、これに対応できる学校経営におけるマ
ネジメント力の一層の向上が必要となっている。
②不祥事事例をもとに、不祥事根絶に向けた質の高い研修の在り方を探る
ことが必要である。

今後の方向性

①学校運営及び組織マネジメント力を高めるため、民間のマネジメントス
クール等を活用した研修などを新たに実施していく。
②引き続き、不祥事防止に向けた研修を実施するとともに、研修の充実及
び改善に取り組んでいく。

【所管：教職員育成課、教職員人事課】

目標３　学校の組織力を高め、信頼される学校を目指します　-信頼される学校-
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●学校のチーム対応力の強化

点検項目 小中学校をサポートするための非常勤講師の配置

25年度達成目標 200校に配置

目標の達成状況 目標を上回った

取組の概要
　210校に非常勤講師を配置した。
　※立ち歩きや暴言・暴力による授業妨害、校外への飛び出し等、きめ細
　　 かな対応が必要な児童・生徒が在籍する学校に配置

自己評価

【評価】
　非常勤講師を配置することで、個々に応じた対応が可能となり、学級が落
ち着いた。また、学校生活に不安や困難があった児童・生徒に対し、きめ
細かにかかわれることができ、学級運営が円滑に進むことで、安全で安心
した学校生活が送れるようになった。
【課題】
　引き続き学校の状況を正確かつ迅速に把握する必要がある。

今後の方向性
　引き続き、対象を小学校及び中学校とし、200校に非常勤講師の配置を
計画している。学級担任に加え、非常勤講師を配置することで、子どもたち
へのきめ細かな対応を行い、信頼される学校づくりを目指す。

【所管：教職員人事課】

点検項目 小中学校へのアシスタントティーチャーの派遣

25年度達成目標 200人派遣

目標の達成状況 目標を上回った

取組の概要 　203校に209人のアシスタントティーチャーを派遣した。

自己評価

【評価】
　教員のアシスタントとしてボランティアを派遣することにより、教育活動の
支援を行うことができた。また、教員志望の学生にとっては、実際に学校で
活動することにより、教育現場を直に体験することができた。
【課題】
　学生の都合に合わせざるを得ないため、活動日数が限られてしまう場合
があった。

今後の方向性

　引き続き、大学などと連携して、教員志望の大学生のボランティアによる
アシスタントティーチャー200人を確保し、実際の学校における教育活動支
援を通した実践力の養成を図り、質の高い優秀な人材確保にも役立てて
いく。

【所管：教職員人事課】
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点検項目 学校教育事務所へのスクールソーシャルワーカーの配置

25年度達成目標
各学校教育事務所に1人増員し、3人配置とし、関係機関が連携して対応
できるよう支援
各2名（計8名）→各3名（計12名）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　いじめ、不登校等、様々な課題を抱える児童生徒の問題解決を図るた
め、各学校教育事務所にスークールソーシャルワーカーを1人増員し、3人
配置とした。学校、児童相談所・区役所等によるケース会議を調整するな
ど、課題解決支援チームの一員として、学校への支援を実施した。

自己評価

【評価】
　スクールソーシャルワーカーの働きかけで、学校、児童相談所・区役所等
によるケース会議が増加するなど、関係機関がそれぞれの専門性をもとに
議論する機会が充実し、個に応じた適切な支援につなげている。
【課題】
　学校の課題は複雑多岐にわたることから、教育と福祉の両分野の専門知
識と技術を身に付けた人材の確保が必要である。

今後の方向性
　いじめ防止対策推進法により、新たに位置づけられたスクールソーシャル
ワーカーの役割や子どもが置かれた環境が複雑化している状況を踏まえ、
２５年度の増員による効果等を検証していく。

【所管：人権教育・児童生徒課】

点検項目
保健室登校や支援を必要とする児童生徒が在籍する学校への

養護教諭非常勤講師の配置

25年度達成目標 40校に配置

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　保健室には、けが・体調不良のほか、いわゆる「保健室登校」の児童生徒
等、様々な理由で支援を必要としている児童生徒が多く来室している。そ
のような課題を抱える学校に対し、安定した保健室経営を目指し、学校全
体で児童生徒一人ひとりのきめ細かい対応ができるよう養護教諭非常勤講
師を配置した。

自己評価

【評価】
　保健室登校や支援を必要とする児童生徒一人ひとりに対し、よりきめ細
かな対応ができるようになっており、保健室登校の児童生徒が登校できる
日数が増えたり、学校と保護者との連携が図られるようになっている。
【課題】
　6月から3月まで年1回の配置であるが、学校事情によって、年度当初の4
月からの配置や年度途中の配置が望ましい場合等の対応が必要である。

今後の方向性 　学校からの要望を踏まえ、配置時期・方法等について検討していく。

【所管：健康教育課】
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●学校評価の充実

点検項目 学校評価の充実

25年度達成目標

・全市立学校で新様式による「中期学校経営方針」「学校評価報告書」の
作成
・実践研究校協議会（年4回）及び実践研究校の小中一貫教育推進ブロッ
ク内相互評価の取組等を発信する学校評価シンポジウムの開催

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　「横浜市学校評価ガイド＜24年度改訂版＞」の主旨にのっとり、各校にお
ける中期学校経営方針に基づく学校評価の実施を支援した。また、実践研
究推進校等による、小中一貫教育推進ブロック内相互評価を推進する優
れた取組を、学校評価シンポジウムや教育実践フォーラムを活用し、発信
した。

自己評価

【評価】
　中期学校経営方針に基づく学校評価が各校において定着し、小中一貫
教育推進ブロックを軸とした実効性のある相互評価の有効性が確認でき
た。
【課題】
　各小中一貫教育推進ブロックにおいて、既存の取組を活かした、実効性
のあるブロック内相互評価をより一層推進する必要がある。

今後の方向性
　各方面別学校教育事務所と連携しながら、学校評価の効果的な活用に
よって、保護者や地域の理解と協力を得た学校運営を推進する。

【所管：指導企画課】
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【重点施策10　適確・迅速・きめ細かな学校支援】

●学校教育事務所による学校支援

点検項目 指導主事による教育活動の支援

25年度達成目標
・「授業訪問」を重視した適確できめ細かな学校支援（通年）
・学校、研究会等からの希望に応じた要請訪問の実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　学校経営支援としての授業指導をはじめ学校からの様々な相談・課題に
もきめ細かく対応するため、指導主事による学校訪問を実施するとともに、
社会福祉や学校経営に関する専門知識を有するスクールソーシャルワー
カー、学校支援員が課題を抱えた子どもたちや学校へ効果的に支援を
行った。
　学校、研究会からの希望に対し、1,571回の訪問要請に応えた。

自己評価

【評価】
　学校教育事務所の学校担当指導主事による学校訪問を通し、教職員の
授業力の向上や学校の状況を把握し、教育活動支援を積極的に行った。
課題別担当指導主事やスクールソーシャルワーカー、学校支援員等による
組織的な対応を図るとともに、学校課題解決支援チームが事故発生の未
然防止や学校の抱える困難な課題解決への支援を行い、学校の課題解
決の迅速化に貢献した。結果として事案対応による臨時訪問は24年度960
回から25年度908回に減少した。
【課題】
　さらに、学校支援を充実させるため業務の中核を担う指導主事の専門性
や指導力、課題解決能力などの一層の向上が求められる。要請訪問の希
望に対しては、指導主事、授業改善員が要請訪問に対応しているがすべ
ての希望には応えられず教科間のバランスや指導力のある指導主事の育
成が求められる。

今後の方向性
　新しい教育情報の積極的な獲得、学校訪問での授業観察・指導の経験
を積み重ねるとともに、事例検討・緊急支援などの研修により指導主事とし
てのスキルアップを図っていく。

【所管：学校教育事務所、指導主事室】
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点検項目 学校課題解決支援チームの派遣

25年度達成目標 課題解決支援チームを派遣（通年）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　いじめ、暴力行為、重大な事件・事故など学校が抱える様々な課題に対
し、指導主事、学校支援員、スクールソーシャルワーカー及び心理、法律、
医療等の専門家から構成された学校課題解決支援チームを派遣し、課題
解決に向け支援を行った。

自己評価

【評価】
　SNS等にかかわる新しい課題など学校が抱える課題が多様化している
中、学校教育事務所と連携を図り、専門的な助言により早期解決につなが
る支援を行い、学校が課題解決に対する明確な方向性が持てるようになっ
た。
【課題】
　複雑で多様化する課題に対して、学校教育事務所と所管課間における
情報共有や迅速な専門家の派遣など、連携の充実が求められている。

今後の方向性
　年々増加する学校からの派遣要請に対し、学校教育事務所が迅速かつ
適確に派遣できるよう、新たな課題に対応する専門家を確保するなど、更
なる充実を図る。

【所管：学校教育事務所、人権教育・児童生徒課】

43



点検項目 方面別学校運営サポート事業（東部学校教育事務所）

25年度達成目標

学校との関わりを通じて把握した課題の改善のため、各学校教育事務所の
具体的な着眼点をもとに、きめ細かな支援を行い成果を発信
＜東部学校教育事務所の課題及び着眼点＞
　外国につながる児童生徒への教育活動支援

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

①東部の市立小中学校には全市の外国籍・外国につながる児童生徒の
約45%が在籍している。各学校の状況を把握している学校教育事務所が、
外国籍・外国につながる児童生徒数の多い学校、日本語指導の必要な児
童生徒数の多い南吉田小学校（およそ24％）・横浜吉田中学校（およそ
20％）において指導や支援を行い、その成果を広く発信することで、東部
学校教育事務所管内の小中学校の教育活動の充実を図った。
②南吉田小学校と横浜吉田中学校（会場は横浜商業高校日本語教室）に
て夏季学習会を実施。それぞれ７月下旬、８月下旬２日間ずつの開催で、
延べ小学生95名、中学生80名の参加があった。
③国際教室へ教材の提供を行い、活用してもらった。

自己評価

【評価】
　日本語教室講師、地域ボランティア、学校教育事務所等が連携して子ど
もたちの支援にあたれたことは良かった。学習会実施後のアンケートでは
小学生の91％、中学生の100％が夏休み中の学習会は良かったと答え、
期待以上の効果が得られた。また、今後このような学習会への参加につい
ても小学生の77％、中学生の94％が希望すると回答し、夏休み中の学習
会は子供たちにとって有意義なものであり、予想以上に児童生徒への教育
効果も上がったといえる。
【課題】
　学習者と支援者のマッチング、支援者との打ち合わせ時間の確保が難し
かった。また、参加者の当日の出欠確認等では現場の教員に負担をかけ
ることとなってしまった。

今後の方向性
・学校のニーズに応じて、支援校を増やしていく。
・ラウンジや区役所とも連携を密にして支援体制を整えていく。

【所管：東部学校教育事務所】

44



点検項目 方面別学校運営サポート事業（西部学校教育事務所）

25年度達成目標

学校との関わりを通じて把握した課題の改善のため、各学校教育事務所の
具体的な着眼点をもとに、きめ細かな支援を行い成果を発信
＜西部学校教育事務所の課題及び着眼点＞
　家庭・地域と連携した学習・生活支援の充実

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　「横浜市学力・学習状況調査」を活用して地域の特性に合った学習指導
方法の改善に関するサポートを行うとともに、各学校と家庭・地域との連携
の再構築を図るため、次の２事業を実施した。
【横浜市学力・学習状況調査活用ゼミナール（以下「学状ゼミ」という。）】
　年間８回実施し、参加者は、受講者延べ185人、指導する西部学校教育
事務所職員延べ151人、講師延べ13人であった。講師には横浜国立大学
教授及び統計数理研究所の准教授を招聘し、学状データの見方や活用
の仕方について各学校のデータを基に具体的に助言をいただいた。受講
者は各自テーマを決め、学状データの活用方法について担当の指導主事
と研究を進めた。指導主事はゼミの時間以外にも受講者の学校へ訪問す
るなど、一対一できめ細かに支援した。研究の内容は、次に述べる「家庭
や地域と連携した学習・生活支援事例集」に掲載し、西部域内の小中学校
へ配布して啓発を図った。
【家庭や地域と連携した　学習･生活支援事例集（以下「事例集」という。）】
　各学校が、関係機関や団体等と連携した学習支援を行う目的で、区役所
や大学、ＮＰＯによる放課後の学習･生活支援の状況を調査し事例集とし
て34例をまとめた。事例集は、西部域内の小中学校へ配布し、活用を図っ
た。

自己評価

【評価】
　「学状ゼミ」では、受講者アンケートでの受講者の満足度は100％と、非常
に高かった。学校全体で学状のデータを分析し、児童の実態に応じた学
習支援を実践することで、学力が飛躍的に向上した学校もあった。また、新
たな研究の場としての成果もあったと評価している。
　「事例集」については、各校からのアンケートで、「本校職員間でも､本校
と似ている状況の学校を参考にして活用していこうと考えています。」「学区
内にこんなに学習支援を行っている団体があることに驚きました。」という声
が聞かれ、学校支援につながった。
【課題】
　研究を進めている学校の研究の実践や成果を、西部域内全校に広めて
いくことが必要である。

今後の方向性

　26年度は、引き続き学状ゼミを開催して新たな学校の掘り起こしを進めて
いくとともに、学状ゼミ受講者（研究員）の学校へ大学の教授や指導主事が
訪問し、学校が主体となって学状データをより活用できるよう支援していく。
また、26年度末には、ＮＰＯ法人、社会福祉法人、区役所や学校を招聘し
てシンポジウムを開催し、これまでの振り返りと今後の方向性を話し合って
いく。

【所管：西部学校教育事務所】
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点検項目 方面別学校運営サポート事業（南部学校教育事務所）

25年度達成目標

学校との関わりを通じて把握した課題の改善のため、各学校教育事務所の
具体的な着眼点をもとに、きめ細かな支援を行い成果を発信
＜南部学校教育事務所の課題及び着眼点＞
　相互理解を深めるための地域特性を生かした教育活動支援

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　いじめの未然防止という観点から、自己有用感を高め豊かな人間関係を
築くことができる子どもの育成のため、豊かな自然や歴史遺産などの南部
方面の地域特性を生かした『横浜の時間』の充実のための教育活動支援
を行った。

自己評価

【評価】
　取組校において、『横浜の時間』の充実が図られ、YPアセスメント（注）の
結果から「共感・配慮」領域等での肯定回答が増え、自己肯定感や仲間意
識が高まるなど、子どもたちの変容が見られたことは大きな成果があった。
また学力の向上にも関連していくことが実感でき、取組に携わった教師に
はカリキュラムマネジメント力の向上にもなった。
【課題】
　取組校の成果を、より多くの南部地域の学校、教師に広げ共有すること
が大切である。さらに「豊かな自然と歴史」以外にも、南部地域の学校を取
り巻く環境には多様な姿がある。それらも含めて考えていきたい。また、中
学校における『横浜の時間』の理解をさらに広め、活動の充実を図っていく
ことは、子どもの育ちを考えるとき、大変重要である。

（注）YPアセスメントは、子どもたちへの学校生活に関するアンケートや、教師によ
る学級の状況の「みとり」等を総合して、教師がチームで話し合う「支援検討会」の
データとなります。

今後の方向性

・取組校を拡大し、南部５区それぞれの地域特色や良さを生かした支援を
充実させる。
・取組研究及び成果を、南部地域の多くの教師と共有する「研究会」を立ち
上げる。
・外部講師を委嘱し、研究の深化と細やかな支援を向上させる。
・南部事務所全指導主事で、本事業を進める方向性をもつ。

【所管：南部学校教育事務所】
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点検項目 方面別学校運営サポート事業（北部学校教育事務所）

25年度達成目標

学校との関わりを通じて把握した課題の改善のため、各学校教育事務所の
具体的な着眼点をもとに、きめ細かな支援を行い成果を発信
＜北部学校教育事務所の課題及び着眼点＞
　多様なニーズに応える学校の組織力向上と地域連携推進への支援

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　地域とのつながりが深い「まち」がある反面、新しい「まち」も多く、地域の
つながり構築に果たす学校の役割が大きく、また、大量退職、大量採用の
中で、学校経営改善の支援が求められていることから、「児童生徒の学力
向上」、「小中一貫教育の充実」、「教職員の人材育成」、「学校運営協議
会の充実」についてパイロット校を設定し年間を通じて支援を行った。ま
た、「学校と地域の連携」について事務所主催での研修会を実施し、学校・
地域コーディネーターと各校地域連携担当者の相互理解を図り、学校・地
域連携の方向性を共有した。
　以上の成果をリーフレットにし、域内小・中学校へ発信した。

自己評価

【評価】
　パイロット校への支援により、学校と事務所が連携して、各テーマにおけ
る当該校での教育活動の充実を図ることができた。さらに、各校の取組を
支援する際の資料として、成果をリーフレットとして広く発信することができ
た。
【課題】
　パイロット校への継続的な支援、及び発信したリーフレットの学校におけ
る活用を促進する必要がある。

今後の方向性
　学校訪問を通じ、パイロット校の取組状況の確認及び支援を継続してい
く。また、学校訪問や各種会議等において、リーフレットを活用しながら、パ
イロット校への支援の成果を域内他校の支援に生かしていく。

【所管：北部学校教育事務所】
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点検項目 学校教育事務所での研修

25年度達成目標
実践力を高め、ネットワークを広げるために、初任者研修や副校長研修な
どを学校教育事務所で実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　学校現場に近い教育事務所のメリットを生かし、身近な具体的事例をもと
に実践力を高めるための研修を実施した。
　具体的には、初任者研修「学習指導の実践」、拠点校指導教員研修「実
践報告・協議」、新任校長研修「事件・事故対応」、新任副校長研修「危機
管理」などを各学校教育事務所において実施した。

自己評価

【評価】
　学校に近い教育事務所において研修を実施することにより、各教員が参
加しやすい研修となり、また、より身近な具体的事例を基にした研修を実施
でき、授業力向上、児童生徒理解、危機管理、地域連携などの実践力を
高めることができた。また、教職員の資質向上や教育課題の解決について
の状況などを共有し、他校教職員との横のつながりを広げ深めることによっ
て課題解決への糸口をつかむことができた。
【課題】
　協議を深めネットワークを広げていくために、引き続き教職員が研修に参
加しやすい環境を整えていく必要がある。

今後の方向性
　研修目的を熟慮し、研究内容・研修形態などを工夫し、学校教育事務所
での実施を継続し充実を図っていく。

【所管：学校教育事務所、教職員育成課】
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【重点施策11　家庭教育への支援】

●親の学びの支援

点検項目
「家庭教育のヒント」の配布

(「はまっ子家庭教育応援BOOK」の名称変更)

25年度達成目標 次年度新１年生の保護者に配布（26年2月）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　小学校の新入生の保護者が、自らの家庭教育を改めて見つめなおし、
家庭教育の意義と役割を再認識できるような内容とした。さらに、読書に関
するコラムを追加した。（26年度の入学式等で配布できるように、市内小学
校、特別支援学校に周知及び配布（35,000部））

自己評価

【評価】
　小学校入学時点で保護者に配布することで、保護者が家庭教育の意義
や役割を再認識するきっかけとなった。
【課題】
　他部署が作成している関連資料との連携を図っていくことが必要である。

今後の方向性
　他部署が作成しているリーフレット等と内容が重複している項目もあるの
で、そういった関連部署とも調整を行いながら、より充実した内容となるよう
検討する。

【所管：生涯学習文化財課】

点検項目
家庭における基本的な生活習慣の確立の働きかけに関する取組

（入学時における保護者説明会などでの実施状況）

25年度達成目標 こども青少年局など関係局との連携を強化

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　こども青少年局が作成したリーフレット「安心して入学を迎えるために」（Ｃ
Ｄ版・７か国版）を活用し、各学校が育ちの連続性を大切にした入学のしお
りを作成する支援を行ったほか、国際交流ラウンジと連携して外国につな
がる子も含めた児童・保護者の支援を行った。

自己評価

【評価】
　家庭と学校との連携について、学校での子どものすごし方や子どもの良
さを伸ばしていくことが大切だということを入学説明会等で伝えることや、外
国につながる家庭にも伝えることができるよう、学校支援を行った。
【課題】
　リーフレットと「家庭教育のヒント」をよりつながりのあるものにすること、育
ちの連続性と子どもの主体性を大切にしたかかわりについての家庭への浸
透が課題である。

今後の方向性
　こども青少年局との連携を深め、リーフレットと「家庭教育のヒント」をつな
がりのあるものとして、家庭の教育力向上を図る。

【所管：生涯学習文化財課、指導企画課】

目標４　家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合います
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●相談・サポート体制

点検項目 保護者の集いの場（仮称）づくりモデル事業

25年度達成目標

学齢前及び学齢期の子を持つ保護者が子育てについてどのような不安や
悩みを抱えているのか、また、その対応策についてヒアリング等を通して探
るため、はまっ子ふれあいスクールや放課後キッズクラブ（「はまっ子やキッ
ズ」）4か所で事業を実施。

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　地域で孤立傾向にあり、保護者同士や行政とのつながりが弱いため、子
育てや家庭教育に不安や悩みがあるがどうすればよいか分からない保護
者や家庭教育に関心の薄い保護者等に対しては、行政の支援が届きにく
い状況にある。そこで、多くの保護者が参加する場を提供し、参加した保
護者に対して、子育てに関するヒアリングを実施し、今後の家庭教育の効
果的かつ継続的な支援策を検討していくため、はまっ子やキッズに委託し
2年間のモデル事業を実施している（25～26年度）。

自己評価

【評価】
　本事業により、保護者の生の声を聴くことができ、保護者が日頃子育てに
関する悩みをどのように解消しているのかなど、客観的に傾向を把握する
ことができた。
　また、普段学校に来ない保護者へのヒアリングを行うためには、どのような
イベントが効果的か（保護者が興味を持てる内容で子どもと一緒に参加で
きるなど）考えるヒントが得られた。
【課題】
　個別のヒアリング結果の傾向が、保護者全体の傾向と同様であるか、アン
ケートなどにより実証していく必要がある。

今後の方向性

　ヒアリング結果に基づいて、広くアンケート調査を実施・検証していく。こ
れにより、周囲とのつながりが弱く、家庭での教育に悩みのある保護者を中
心とした、保護者同士のつながりをつくるためにはどのような仕組みが効果
的かなどを検討し、新たな家庭教育に対する効果的かつ継続的な支援策
を策定・実施していく。

【所管：生涯学習文化財課】
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【重点施策12　地域と学校との連携】

●地域の教育力を生かした学校運営の支援

点検項目 学校運営協議会の設置

25年度達成目標 新規12校（計110校）指定（26年4月1日）

目標の達成状況 目標が一部未達成

取組の概要

　保護者や地域の方々の意見を聞き、学校運営に対する理解や協力を得
ながら、より開かれた、信頼される学校づくりを進めるため、「学校運営協議
会」の設置を推進している。
　17年度から順次設置し、25年度末には、109校に拡充した。

自己評価

【評価】
　地元調整に時間を要した１校を除き、協議会を設置することができた。
【課題】
　学校と地域の特性に合わせた多様な人材を協議会の委員に登用すると
ともに、協議会のメンバーがそれぞれの意見や考えを尊重し、十分に協議
しながら、学校評価を行ったり、学校運営に参画したりしていくことが重要
である。

今後の方向性 　26年度は120校指定（２７年４月１日）

【所管：指導企画課】

点検項目 学校・地域コーディネーターの配置

25年度達成目標 新規20校（計152校）に配置

目標の達成状況 目標を上回った

取組の概要

　子どもを取り巻く環境が変化し、学校に様々な役割が期待されている。学
校教育と地域の人材や社会的資源をつなぐ学校・地域コーディネーターが
必要とされているため、「学校・地域コーディネーター」の養成講座を開催
し、25年度は新規で32校に配置した。講座を開始した19年度からの累計は
受講者427名、164校配置となった。

自己評価

【評価】
　学校支援ボランティアの調整や、教育活動・地域活動の充実につながる
ような企画・提案など、学校と地域のパイプ役を担い機能している。「ボラン
ティア活動の内容が充実した」「ボランティアの依頼から受入れまでの流れ
がスムーズになった」「多くのボランティアが支援してくれるようになった」な
どの声が多くあり、成果が得られている。
【課題】
　学校・地域コーディネーターの認知度を高める必要がある。

今後の方向性
　26年度についても、新規20校に学校・地域コーディネーターを配置し、活
動の成果を周知するとともに、学校や地域の状況に応じた学校支援活動
の更なる充実を図っていく。

【所管：学校支援・地域連携課】
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点検項目 地域交流室の設置

25年度達成目標 新規25校(計326校)に設置

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　学校と地域の交流や連携を推進するため、既存の学校施設を活用し、軽
易な改修で拠点となる「地域交流室」を新たに25校設置した。

自己評価

【評価】
　学校支援ボランティアの活動拠点や学校運営協議会の会場などに利用
されており、学校と地域の交流・連携に寄与している。また、今後の運用に
関わる部分では、未設置校を対象に設置希望調査を行った。
【課題】
　地域交流室の設置を希望しているが、空き教室等のスペースがないため
設置ができない学校が多くある。

今後の方向性 　26年度についても、新規25校に地域交流室を設置する。

【所管：学校支援・地域連携課】

●地域における幼稚園・保育所・小学校の連携

点検項目 幼保小連携事業

25年度達成目標 小学校全校で実施しているスタートカリキュラムの一層の充実

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　子どもの育ちと学びの連続性・一貫性を図るため、こども青少年局と共催
の研修を行うなど、地域の幼稚園・保育所・小学校が連携し、円滑な接続
を図れるよう、学校支援を行った。

自己評価

【評価】
　幼稚園・保育所のアプローチカリキュラムとの接続を図ったスタートカリ
キュラムを全小学校で実施し、その内容が一層充実されるよう、こども青少
年局と連携して学校への支援を行うことで、子どもが安心して意欲的に小
学校生活を過ごすことができるようになってきている学校が多くなった。
　また、こども青少年局と共催の幼・保・小教育連携研修会を２日間にわた
り開催し、延べ1,800名余りの参加があった。児童支援専任教諭（26年度全
校配置予定）が、各配置校において幼保小連携を通した児童支援体制の
強化も進めている。
【課題】
　幼保小で育てたい子どもの姿の共通理解が不十分であったり子どもたち
同士の交流がイベント的なものとなり、育てたい心情や態度につながらな
かったりする等、スタートカリキュラム本来のねらいが浸透していない学校
がある。

今後の方向性
　こども青少年局と一層連携し、スタートカリキュラム本来のねらいを十分理
解した上での各小学校におけるスタートカリキュラム実施の一層の充実・改
善を図る。

【所管：指導企画課、人権教育・児童生徒課】
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【重点施策13　教育環境の整備】

●より良い教育環境の整備

点検項目 学校空調設備の設置

25年度達成目標 167校に整備（平成25年度完了）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　教育環境の改善を図るため、25年度までの３か年で既設置校を除く（一
部更新校を含む）、全市立学校（490校）の普通教室等へ空調設備を設置
する。23年度は58校、24年度は265校の設置を行った。

自己評価

【評価】
　計画どおり25年度までの３か年で全市立学校の整備を行うことができた。
【課題】
　特別教室への空調設備設置が出来ていないので、今後整備を進める。

今後の方向性
　普通教室への空調設備設置が教育面で大きな効果があることから、特別
教室についても、整備を行うことを検討していく。

【所管：教育施設課】

点検項目 市立学校の耐震対策

25年度達成目標 29校43棟の耐震補強工事を実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　横浜市耐震改修促進計画に基づき、児童生徒の安全を確保するため、
27年度までに学校施設の耐震化を完了させる。

自己評価

【評価】
　予定どおり実施し、次年度の取組につなげることができた。
【課題】
　27年度の完了に向けて、着実に事業を進める必要がある。

今後の方向性
　27年度までに学校施設の耐震化を完了させる（26年度は50校58棟の耐
震補強工事を実施予定）。

【所管：教育施設課】

目標５　子どもの教育環境を整備するとともに、市民の学習活動を支援します
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点検項目 危機管理対策

25年度達成目標 市立学校へ、28年度末までに段階的に児童生徒用の防災備蓄品を配備

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　災害時の児童生徒の留め置きに備え、４方面別で特に在籍児童数の多
い小学校80校に配備する防災備蓄品を購入した。

自己評価

【評価】
　防災備蓄品を配備することで、災害等発生時に、各学校で児童生徒を安
全に留め置くことが可能となる。
【課題】
　災害はいつ起こるか分からないため、早急に配備する必要があるが、段
階的に配備せざるを得ない状況である。
　また、防災備蓄品のうち消費期限が定められている消耗品等について
は、交換等の対応を行わなければならない。

今後の方向性
　当初目標に掲げていた段階的配備を１年前倒しして、27年度末までに学
校への防災備蓄品配備を実施する。

【所管：総務課】

点検項目
栄養教諭・学校栄養職員未配置校への
栄養士有資格者（アルバイト）の配置

25年度達成目標 小学校48校に配置

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　給食実施校351校（小学校342校・特別支援学校９校）のうち、小学校136
校に栄養教諭・学校栄養職員が配置されていないため、48校に栄養士有
資格者（アルバイト）を、週２回配置した。

自己評価

【評価】
　配置された栄養士有資格者（アルバイト）が栄養教諭・学校栄養職員の業
務の一部を担うことで、食物アレルギーに関するきめ細かな対応や未配置
に伴う教職員の業務負担の軽減を図ることができた。
【課題】
　依然として未配置の学校がある。また、食物アレルギー対応等の業務が
増加しかつ複雑化する中、週２回の配置では十分な対応が困難となってい
る。このため、栄養士有資格者の配置校数の拡大や、配置日数の増加が
求められている。

今後の方向性
　食物アレルギー対応等や教職員の業務負担軽減のため、配置校数及び
配置日数を拡大していく。

【所管：健康教育課】
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点検項目 学校給食用食材の放射線測定

25年度達成目標 毎日１校の給食で使用する食材の検査を実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要

　毎日、小学校１校を選定し、翌日の給食食材全品について、放射性物質
の検査を実施（明らかに輸入品である食材は検査を行わず、月単位で納品
される食材は各月の使用前に１度の検査のみ）し、安心・安全な給食食材
を提供した。

自己評価

【評価】
　検査済みの安全な給食食材を児童に提供することができた。また、検査
結果をホームページに掲載し、保護者の不安を解消することができた。
【課題】
　他の自治体等の検査体制も整い、食品の安全性が確保される状況となっ
たことから、本市の検査方法のあり方について検討する必要がある。

今後の方向性
　本市及び他の自治体等の検査結果により、安全性が確認された食材に
ついては検査項目から外すなど、検査内容を見直し、毎日摂取する主食
等を中心に必要な検査を、より効率的かつ効果的に実施できるようにする。

【所管：健康教育課】
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●通学区域及び学校規模の適正化

点検項目 学校統合を視野に入れた小規模校対策の推進

25年度達成目標

・本年度検討校について、
　検討委員会を設置（４～５月）、
　小規模校対策の検討内容がまとまる（２～３月）
・24年度検討校（１地区２校）については、26年度統合校開校に向けた準備
事務の実施（通年）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　小規模校の課題を解消し、教育環境の向上を図るため、学校規模適正
化の一環として、２地区（戸塚区、栄区）で、統合を視野に入れた検討を
行った。

自己評価

【評価】
①栄区については、横浜市学校規模適正化等検討委員会から、地域・保
護者・学校の代表で構成される部会で議論した結果を踏まえて、「平成27
年4月に学校統合をすることが望ましい」などとする答申が教育委員会に提
出された。
②戸塚区については検討会で「児童数が一定数を下回ったとき、学校統合
を実施する」方向性が確認された。
③飯田北小学校といちょう小学校を統合し、飯田北いちょう小学校の開校
事務を進めた。（26年4月開校）
【課題】
　まちづくりの中での学校の位置づけを踏まえながら、地域住民と十分に調
整を図り、保護者・地域住民の理解と協力を得る必要がある。

今後の方向性
　児童・生徒数が減少傾向にある学校について、まちづくりの視点を踏ま
え、地域の実情に応じた対応を進める。

【所管：学校計画課】
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点検項目 夜間学級の再編・統合

25年度達成目標 ５校に設置している夜間学級を１校に再編・統合（蒔田中学校に統合）

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　夜間学級について、現在の５校（学級）を１校に再編・統合し、新たな「横
浜型夜間学級」を構築することで、生徒の学習環境をより充実させるための
準備を行った。

自己評価

【評価】
　教職員等の配置は、昼間の教職員の兼務を解消するために、専任教諭
及び、非常勤講師の配置により全教科の指導体制の構築を準備している。
また、養護教諭、管理者、学習支援サポーターの配置をすることで、きめ細
かな指導体制を構築していく。
　環境整備のために、夜間学級教室の改修と増設を行うとともに、夜間学級
生徒専用の昇降口を設置し、夜間学級担当の職員室を設置するなど、指
導の充実につながる施設整備を予定している。
【課題】
　１校に統合したことにより、これまで以上に年度途中の編入生徒の増加が
見込まれるが、教職員配置は年度初めに決定しているので、きめ細かな指
導体制を行うには、授業展開等の工夫が必要である。
　１校に統合することの効果等について、丁寧な説明が必要である。

今後の方向性

　生徒数が増加した場合においても、まずは、蒔田中学校１校で対応する。
今後、再編・統合の成果と課題を検証し、状況を見ながら対応を考えたい。
　夜間学級は「一般学級の二部授業」を基盤としているが、その実態に即し
て、個に応じた指導の充実や集団での学習活動の活性化など、学習環境
の充実に、引き続き努めていく。

【所管：指導企画課】

点検項目 過大規模化や教室不足の解消

25年度達成目標
・本町小学校の増築
・日吉南小学校の増築

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　通学区域内の児童数の増加に伴い、教室の不足が見込まれたため、小
学校２校について増築工事を行った。

自己評価

【評価】
　予定通り増築工事を行い、今後の児童数増加による教室不足の解消に
対応することができた。
【課題】
  埋蔵文化財の関係で工期延長を行った本町小学校を早期完成させる
（平成26年５月工事完了済）。なお、工期延長による児童の教室確保に支
障はなかった。

今後の方向性
　児童・生徒数が増加傾向にあり、教室不足が見込まれる学校について、
まちづくりの視点を踏まえ、地域の実情に応じて、増築や分離新設も視野
に入れ検討していく。

【所管：学校計画課、教育施設課】
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●学校のICT環境の整備

点検項目 校務システムの導入

25年度達成目標
教職員への研修及びサポート体制の確保、システム改善による操作性の向
上

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
・小学校への操作研修及びサポートによって運用を支援した。
・中学校校務システムの構築及び操作研修を実施した。
・システム改修により操作性を向上させた。

自己評価

【評価】
　校務システムを全小中学校に導入し、小学校については本格運用、中学
校については試験運用（26年度本格運用）を実施した。研修を通してシス
テムに対する理解を深めることができた。
＜研修実績＞　 集合研修　42講座　（受講者数：689人）　 夏季研修　 11
講座　（受講者数：220人）　 小中学校への派遣研修 182校（ICT研修を含
む）
【課題】
　システムへの接続の面での課題があったが、サーバーの調整や回線の増
強で安定稼働ができるようになった。今後も、継続的な研修を実施し、分か
りやすいマニュアルを作成してシステムに対する習熟度を高める必要があ
る。また、システム改修による更なる操作性や利便性の向上を図る必要があ
る。

今後の方向性
・全小中学校で校務システムを運用させる。
・研修等による習熟度の向上及びシステム改修による利便性の向上を図
る。

【所管：指導企画課】
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【重点施策14　市民の学習活動の支援】

●横浜市民の読書活動の推進

点検項目 横浜市民の読書活動の推進

25年度達成目標
26年４月の「横浜市民の読書活動の推進に関する条例」の施行に向けて、
乳幼児から高齢者までの総合的な読書活動を推進するための計画を策定

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
・25年度中に「横浜市民読書活動推進計画」を策定した。
・26年度に「区の活動計画」を策定するため、各区の体制を整備する。

自己評価

【評価】
　市の計画の中で、①区役所、図書館、学校が連携し、区の地域性に応じ
た読書活動の目標を策定すること、②地区センター等の地域の施設や、読
み聞かせなどの活動団体、民間事業者等と協働し、地域全体で読書活動
を推進することを、読書活動推進の基本的な考え方として位置づけるととも
に、推進体制の整備が図られた。
【課題】
　各区において、地域性に応じた活動目標が策定されるよう支援を行い、
11月の読書推進月間を中心に、具体的な取組を実施する必要がある。

今後の方向性
　横浜市民の読書活動を推進するため、全市的な普及啓発に取り組むとと
もに、各区の取組について情報共有できるよう、定期的な連絡会等を実施
する。

【所管：生涯学習文化財課】
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●図書館サービスの充実

点検項目
交通拠点での図書サービス機能強化事業の進捗状況

（「市民に身近で便利な図書館サービスの一層の充実」に関する取組）

25年度達成目標
市民に身近で便利な図書館サービスポイント設置に必要な整備計画策定
に向けた調査・検討

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　図書館利用における不便地域の利便性向上を目指し、交通至便な既存
の市民利用施設等を活用した図書館サービスポイント整備計画の策定に
向けて調査、検討した。

自己評価

【評価】
　「市民に身近で便利な図書館サービス充実」の検討を通して、現在、特定
区との連携事業として実施している図書取次は利便性向上を図るうえで有
効なサービスであることが明らかになった。今後は、この図書取次を中心
に、より効果的、効率的な図書館サービスポイントの運営・運用の検討が求
められている。
【課題】
　既存の市民（区民）利用施設や地域の民間資源の活用に際し、読書活動
推進を踏まえた「地域連携」の視点からの具体的な運営手法の検討が課題
である。

今後の方向性

　これまでの「交通拠点での図書サービス機能強化事業」を「図書館サービ
スポイント・ネットワーク整備事業」として一歩進め、具体的な市民利用施設
等の検討など、それぞれの候補地にふさわしい図書館サービスポイント整
備の実施計画を策定し、モデル施設の開設に向けて検討・準備を行ってい
く。

【所管：企画運営課】

点検項目 港北図書館の耐震・再整備の検討・実施

25年度達成目標 港北図書館の耐震・再整備工事の実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　24年度に作成した実施設計を基に、耐震補強と併せ、外壁・空調等の設
備更新、通路・階段やトイレ等を含めたバリアフリー対策など、安全で利用
しやすい図書館づくりに向け、必要な整備工事を実施した。

自己評価

【評価】
　本工事の実施により、耐震補強では施設の耐震性向上による、災害時の
利用者の安全が確保されるとともに、相談カウンターの移設によるスペース
拡充や授乳室の新設等の整備により利便性が向上した。
【課題】
　工事期間中の課題であった、利用者サービスの低下、蔵書の一時保管
場所の確保については、図書館敷地内の団体貸出書庫を仮設窓口として
利用し、予約図書の貸出・返却等のサービスを提供するとともに、市内の小
学校の空き教室を保管場所として、対応することができた。

今後の方向性 本耐震・再整備工事については、25年８月に着工、26年３月に完了した。

【所管：企画運営課】
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●横浜の歴史に関する学習の場の充実

点検項目 ５つの文化財施設の機能的な取組

25年度達成目標
（公財）横浜市ふるさと歴史財団が管理運営している５施設が連携して企画
展の実施や共同研究の推進等、施設を越えた取組を積極的に実施

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　それぞれの施設の専門性や研究成果を活用して、施設間連携展示や共
同事業を実施した。

自己評価

【評価】
　23年度の財団の機構改革により、組織力が強化されたため、施設間の連
携による事業や共同研究等が実施され、実績をあげ始めているといえる。

　

【課題】
　各施設での取組を市民の皆様や利用者に、より広く知っていただくことが
必要である。

今後の方向性
　引き続き５施設での連携事業の調整を進めるだけでなく、学校との連携に
よる利用促進を強化する。また、各取組についての効果的な広報・プロ
モーションが必要であるため、各施設広報担当者間の連携を図る。

【所管：生涯学習文化財課】

点検項目 横浜開港資料館の収蔵資料の保管・展示方法の改善

25年度達成目標 収蔵資料の具体的な保管場所の検討

目標の達成状況 目標達成

取組の概要
　開港資料館の収蔵資料については、一部、遠隔地の外部倉庫に保管と
いう状況にあり、より適切な保管のため、関内地区等の民間ビルを借り上げ
ることを検討した。

自己評価

【評価】
　予定どおり実施したが、引き続き、より近隣の場所の確保に取り組む。
【課題】
　借上げでない自前の収蔵庫整備などについても検討していく必要があ
る。

今後の方向性
　引き続き必要経費の確保に努めるとともに、恒常的な収蔵場所の確保等
について方向性を固める。

【所管：生涯学習文化財課】

歴史博物館 海に漕ぎ出せ弥生人

開港資料館 横浜の海「七面相」-幕末・明治編

都市発展記念館 横浜の海「七面相」-大正・昭和編

歴史博物館 生麦事件と横浜の村々

開港資料館 生麦事件　激震、幕末日本

開港資料館 スポーツがやってきた！近代横浜スポーツ史

都市発展記念館 ベースボールシティ横浜

24年度 25年度

開港資料館
都市発展記念館
市史資料室（市）

被災者が語る関東大震災
関東大震災と横浜　廃墟から復興まで
レンズがとらえた震災復興
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「横浜市教育振興基本計画」と「横浜市中期４か年計画」 

 

横浜市では、平成 18年６月に、横浜の 20年（概ね 2025年頃）を展望した市

政の根本となる指針として、「横浜市基本構想」（長期ビジョン）を策定しまし

た。平成 22 年 12 月には、基本構想が掲げる目指すべき都市像の実現に向けた

政策や工程を具体化する平成 22 年度から平成 25 年度までの計画として「横浜

市中期４か年計画」を策定しました。 

「横浜市中期４か年計画」では、計画期間を超えた中長期的な視点を持った

「横浜版成長戦略」としての８つの戦略と、平成 25年度までの計画期間に取り

組む 33の施策が定められています。教育に関する戦略としては、「「未来の人材」

子ども戦略」（戦略３）が、施策としては「未来を担う子どもたちを育成するき

め細かな教育の推進」（施策４）等が計画に位置付けられており、本市教育委員

会では、「横浜市教育振興基本計画」と連動を図りながら、教育施策を推進して

います。 

 

 

<横浜市教育振興基本計画の位置付け> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横横浜浜教教育育ビビジジョョンン  
[[平平成成 1188 年年 1100 月月策策定定]]  

    おおおおむむねね 1100 年年間間（（22001155 年年））をを展展望望しし、、  

    横横浜浜のの教教育育のの目目指指すすべべきき姿姿をを描描いいたた構構想想  

 横浜教育ビジョン推進プログラム 
【平成 19 年 1 月策定】 

横浜教育ビジョンの実現に向け、平成 18 年度から

平成 22 年度までの５か年の教育施策や取組の工

程をまとめた計画 

横浜市教育振興基本計画 
【平成 23 年１月策定】 

横浜教育ビジョンの実現に向け、平成 22 年度か

ら平成26年度までの５か年の教育施策や取組を

まとめた計画 

 

 

横浜市基本構想（長期ビジョン） 
［平成 18 年６月策定］ 

 おおむね20年間（2025年頃）を展望し、目指す

べき横浜の都市像の実現に向けた基本的な指針 

 
 

横浜市中期計画 
［平成 18 年 12 月策定］ 

長期ビジョンで示される都市像を受けて、平成

18 年度から平成 22 年度までの 5 か年で目指

す姿や目標、重点的な施策・事業や改革の方向

を示した計画 

横浜市中期４か年計画 
［平成 22 年 12 月策定］ 

長期ビジョンで示される都市像の実現に向けた

政策や工程を具体化する平成 22 年度から平成

25 年度までの４か年の計画 

連 動 
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「横浜市立学校 教職員の業務実態に関する調査」の結果 

 調査結果  

①教職員の意識：児童生徒の成長にやりがい、授業を最も大切に 

○一般教員の約７割が「児童生徒の成長を感じられたとき」に最もやりがいを感じています。 

○一般教員は「授業」（87.2％）や「授業準備」（53.5％）を最も大切な業務と考えています。 

○「調査・報告等」（33.3%）、「会議・打合せ」（28.0%）などを負担にあげています。 

○外部人材や地域連携が、児童生徒の育ちや学校運営に効果があるという教職員が８割近くを占めています。 

②業務実態：勤務時間内に「授業準備」にかける時間が十分にとれない 

○勤務日の業務時間の平均は11.45時間（11時間27分）。勤務時間外の平均は2.95時間（2時間57分）です。 

○一般教員は授業準備に平均2.11時間（２時間７分）かけていますが、半分以上が勤務時間外です。 

○休日の業務時間の平均は2.57時間（２時間34分）です。休日出勤を月４日以上している割合は平均で35.9％

です。中学校では月４日以上が60.9％、月８日以上が22.2％であり、主な業務は「部活動」です。 

○教職員の約９割が忙しいと感じています。 

 
 一般教員がやりがいや満足感を得られているとき（複数回答） 

(%) 

【参考】OECD国際教員指導環境調査について 

調査の概観 

 ○学校の学習環境と教員の勤務環境に焦点を当てた国際調査（参加国：34 か国・地域） 
 ○2008 年の第１回調査に続き、第 2 回調査を 2013 年に実施（日本は初めての参加） 
 ○調査対象は、前期中等教育段階（中学校及び中等教育学校前期課程）において通常の仕

事として指導を行う教員及びその校長 
調査結果（抜粋） 

○日本では、教員の現在の職務状況や職場環境への満足度は、参加国平均を下回る傾向が

あるものの高い（「全体としてみれば、この仕事に満足している」（参加国平均 91％、

日本 85％））。教員の職業としての教職への満足度については、参加国平均と大きな差

はない。 
○教員の回答による一週間当たりの仕事にかける時間は、参加国平均では 38 時間である

が、日本は最も多く、54 時間である。 
○日本では放課後のスポーツ活動など課外活動の指導にかける時間が週８時間で、参加国

平均の週２時間よりも顕著に多い。 
<出典>OECD 国際教員指導環境調査「2013 年調査結果の要約」 
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教育委員会
 　　　委員長   今田　忠彦　  　      委員長職務代理委員　奥山　千鶴子 （平成26年3月31日現在）
　　　 委   員   間野　義之　   　 　　委   員　坂本　春生
　　　 委   員   西川　温子　　 　　　 委員兼教育長　 岡田　優子

部名等 課名等

教育施設課

指導企画課

指導主事室

学校支援・地域連携課

高校教育課

特別支援教育課

特別支援教育相談課

人権教育・児童生徒課

健康教育課

指導主事室

指導主事室

指導主事室

サービス課

地域図書館（１６館）

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

図書館資料の選定収集及び調査相談

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

全３４３校

全１４８校

全９校（定時制１校、併置校２校を含む。）

図書館資料の貸出・閲覧・利用相談

全１２校

域内小・中学校の学校経営等の指導・助言、区役所との総合調整

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

域内小・中学校の学校経営等の指導・助言、区役所との総合調整

市立図書館全館の総合調整、中央図書館の運営

学校施設の管理・計画推進・整備・営繕、学校用地の管理等

小・中学校教育の企画・実施、学校体育、学校評価、電子情報ネットワークの運用

教育課程の開発・編成の支援、学力・学習状況調査、教科書、学校教育研究

高等学校教育の企画・実施、高等学校の学校経営等の指導・助言

児童生徒の保健・安全、健康管理、学校給食の指導、給食物資管理等

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

域内小・中学校の学校経営等の指導・助言、区役所との総合調整

職員課

教育総務課

特別支援教育の企画・実施、特別支援学校の学校経営等の指導・助言

特別支援教育総合センターの運営管理、就学・教育・進路の相談・指導等

人権教育、児童生徒指導の企画・総合調整、教育相談の企画・実施

事務局職員の人事労務・福利厚生、訴訟、条例・規則等

指導主事室

 平成25年度　教育委員会組織

主な業務

教育委員会会議、庶務、危機管理、広聴、経理等

教職員の労務・福利厚生

教育行政施策に関する企画・総合調整、調査・統計、広報

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

東部学校教育事務所

指導部事
　
　
務
　
　
局

生涯学習文化財課

教育政策推進課

教職員、臨時的任用職員・非常勤講師の人事

教職員の研修の企画及び実施

生涯学習、社会教育に関する調査・研究、文化財の調査・保存等

学校の設置・廃止・統合の計画、通学区域・大規模な住宅計画等の指導・調整

域内小・中学校の学校経営等の指導・助言、区役所との総合調整

学校経理総括、学校事務支援、就学援助、学校・地域連携事業の総合調整

教育総務課

教職員人事課

教職員厚生課

北部学校教育事務所

教育総務課
西部学校教育事務所

教育総務課

施設部

総務課

南部学校教育事務所

調査資料課
中央図書館

総務部

学校（全５１２校）

学校計画課

企画運営課

教職員人事部 教職員育成課
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平成２５年度　教育委員会審議案件等一覧

（１）平成２５年度教育委員会会議審議案件

番号 案件名 提出日

1 教育委員会教育長の任命について 4月1日

2
横浜市立学校管理運営規則及び横浜市立高等学校通学区域規則の
一部改正について

4月26日

3
平成26年度横浜市立高等学校の入学者の募集及び選抜要綱につい
て

4月26日

4
平成25年度歳入歳出予算案（５月補正）に関する意見の申出につ
いて

4月26日

5 平成25年度教育委員会運営方針について 5月7日

6 平成25年度横浜市教科書採択の基本方針の策定について 5月7日

7 横浜市教科書取扱審議会への諮問について 5月7日

8 横浜市教科書取扱審議会委員の任命について 5月7日

9 横浜市教育委員会会議規則の一部改正について 5月24日

10 教育長に委任する事務等に関する規則の一部改正について 5月24日

11
横浜市立小学校及び横浜市立中学校の通学区域並びに就学すべき
学校の指定に関する規則の一部改正について

5月24日

12・13 教職員の人事について 5月24日

14
平成25年度横浜市教育委員会永年勤続表彰に係る被表彰者の決定
について

6月14日

15
平成26年度横浜市立南高等学校附属中学校の入学者の募集及び決
定に関する要項について

6月28日

16 第25期横浜市就学奨励対策審議会委員の任命について 6月28日

17 教職員の人事について 6月28日

18
横浜市立学校条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定め
る規則の制定について

7月12日

19 視聴覚教材機材の貸出に関する規則の一部改正について 7月12日

20 懲戒処分の標準例の一部改正について 7月26日

21
横浜市学校規模適正化等検討委員会条例の制定に関する意見の申
出について

7月26日

22
横浜市立十日市場小学校整備事業契約の一部を変更する契約の締
結に関する意見の申出について

7月26日

23～25 教職員の人事について 7月26日
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番号 案件名 提出日

26
特別支援学校及び小・中学校個別支援学級用教科書並びに高等学
校用教科書の採択について

8月9日

27 「平成24年度横浜市教育委員会点検・評価報告書」について 9月2日

28 教職員の人事について 9月27日

29
児童又は生徒に対する指導が不適切な教員に関する取扱規則の一
部改正ついて

10月11日

30 横浜市立中学校夜間学級について 10月11日

31 教育委員会事務局職員の人事について 10月11日

32 訴訟等に関する教育長臨時代理について 10月11日

33 平成26年度横浜市立高等学校入学者の定員について 10月25日

34 学校運営協議会を設置する学校の指定について 10月25日

35 学校運営協議会委員の任命について 10月25日

36
横浜市少年自然の家の指定管理者の指定に関する意見の申出につ
いて

10月25日

37
横浜市社会教育委員の設置並びに費用弁償に関する条例の一部改
正に関する意見の申出について

10月25日

38 横浜市立図書館条例の一部改正に関する意見の申出について 10月25日

39 横浜市学校規模適正化等検討委員会委員の任命について 10月25日

40 教職員の人事について 10月25日

41 平成25年度横浜市指定文化財の指定について 11月22日

42
平成25年度歳入歳出予算案（12月補正）に関する意見の申出につ
いて

11月22日

43 横浜市学校規模適正化等検討委員会臨時委員の任命について 11月22日

44 教職員の人事について 11月22日

45 横浜市いじめ防止基本方針の策定について 12月13日

46 教育長に委任する事務等に関する規則の一部改正について 12月13日

47・48 教職員の人事について 12月13日

49
横浜市いじめ問題対策連絡協議会等条例の制定に関する意見の申
出について

1月10日

50
横浜市立学校の授業料等に関する条例の一部改正に関する意見の
申出について

1月10日
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番号 案件名 提出日

51
横浜市立十日市場小学校整備事業契約の一部を変更する契約の締
結に関する意見の申出について

1月10日

52
横浜市立科学技術高等学校（仮称）整備事業契約の一部を変更す
る契約の締結に関する意見の申出について

1月10日

53 横浜市就学奨励対策審議会委員の任命について 1月10日

54 教職員の人事について 1月10日

55 横浜市学校保健審議会への諮問について 1月24日

56 横浜市学校保健審議会委員の任命について 1月24日

57 平成26年度歳入歳出予算案に関する意見の申出について 1月24日

58
平成25年度歳入歳出予算案（２月補正）に関する意見の申出につ
いて

1月24日

59 平成25年度横浜市教育委員会表彰に係る被表彰者の決定について 1月24日

60 平成25年度横浜優秀教員表彰に係る被表彰者の決定について 1月24日

61・62 教職員の人事について 1月24日

63
横浜市立盲特別支援学校の体育授業中の事故に係る損害賠償決定
に関する意見の申出について

2月7日

64 学校規模適正化について 2月7日

65 教職員の人事について 2月7日

66 教職員の人事について 3月10日

67 横浜市教育委員会会議規則の一部改正について 3月14日

68
横浜市立図書館規則及び横浜市立図書館資料管理規則の一部改正
について

3月14日

69
県費負担教職員の勤務時間の割振り等に関する規程の一部改正に
ついて

3月14日

70 教育委員会事務局職員の人事について 3月14日

71 教育委員会事務局職員の人事について 3月19日

72・73 教職員の人事について 3月19日

74 横浜市教育委員会事務局事務分掌規則の一部改正について 3月24日

75
横浜市教育委員会職員の勤務時間等に関する規程の一部改正につ
いて

3月24日

76 学校運営協議会を設置する学校の指定について 3月24日
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番号 案件名 提出日

77 学校運営協議会を設置する学校の再指定について 3月24日

78・79 学校運営協議会委員の任命について 3月24日

（２）平成２５年度教育委員会会議臨時代理報告

番号 案件名 提出日

1
横浜開港資料館条例施行規則の一部改正に関する臨時代理報告に
ついて

4月9日

2 訴訟等に関する臨時代理報告について 4月26日

3 教育委員会事務局職員の人事に関する臨時代理報告について 8月9日

4 教職員の人事に関する臨時代理報告について 1月10日

5 教育委員会事務局職員の人事に関する臨時代理報告について 1月10日

（３）平成２５年度教育委員会会議請願等審査

番号 件　　　名 審査日

1 教科書に関する要望書 4月9日

2 教科書に関する請願書 4月9日

3 教科書に関する請願書 6月28日

4 不服申立て及び訴訟等に関する要請書 8月9日

5 教科書に関する請願書 8月9日

6 教科書に関する要請書 8月9日

7 教科書に関する要望書 9月27日

8 小中一貫校の設置に関する要望書 3月24日
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（４）平成２５年度教育委員会会議報告事項

番号 件　　　名 提出日

1 横浜市教育振興基本計画　平成24年度期末振り返りについて 4月26日

2 横浜市教育振興基本計画　平成25年度の進捗管理について 5月24日

3 体罰の実態把握に係る文部科学省への報告について 6月14日

4 横浜子ども会議の開催について 6月14日

5
平成24年度横浜市学力・学習状況調査（小・中学校）報告書につ
いて

7月26日

6
「平成25年度横浜市教育課程研究委員会　研究協議会」の開催に
ついて

9月2日

7 平成25年度全国学力・学習状況調査（横浜市の結果）について 9月2日

8 「横浜市防災教育の指針・指導資料」の配付について 9月2日

9
いじめ根絶をめざした「保護者向けリーフレット」の配布につい
て

9月27日

10 横浜型小中一貫教育推進協議会の開催について 9月27日

11 平成25年度実施　教員採用候補者選考試験最終結果発表について 10月11日

12 平成25年度横浜市立高等学校第三者評価書について 10月11日

13 「横浜子ども会議だより」の発行について 11月8日

14
「『豊かな心の育成』推進プログラム」副読本『生きる』（中学
生版）配布について

11月8日

15
平成24年度「暴力行為」・「いじめ」・「不登校」の状況調査結
果について

12月13日

16 平成25年度横浜市立学校総合文化祭について 1月10日

17 平成25年度よこはま学力向上シンポジウムについて 1月10日

18 平成26年「成人の日」を祝うつどいについて 1月24日

19
平成25年度横浜市立小中学校児童生徒体力・運動能力調査の概要
について

1月24日

20 平成25年度横浜教育実践フォーラムについて 2月7日

21
「自閉症教育の手引き ～認めよう、見つめよう、育もうⅡ～」の
作成について

2月7日

22
「授業改善ガイド　思考力・判断力・表現力の育成編」の発行に
ついて

3月14日

23
「スマートフォン・ケータイ等に関する保護者向けリーフレッ
ト」の発行について

3月24日
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（５）平成 25 年度教育委員会会議審議案件等の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容 審議 

案件 

臨時代理 

報告 
請願等 

審査 

報告 

事項 

協議 

案件 

教育機関の設置、管理・廃止 

教育財産の管理 

職員の任免その他人事 

生徒･児童の就学等 

学校の組織編制・教育課程等 

教科書その他の教材の取扱い 

校舎その他の施設・設備等の整備 

職員の研修 

職員及び児童生徒の保健・安全等 

教育機関の環境衛生 

学校給食 

社会教育等 

スポーツ 

文化財の保護 

ユネスコ活動 

教育に関する法人 

教育に係る調査・統計等 

広報及び教育行政に関する相談 

その他教育に関する事務 
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０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 
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０ 
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０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１ 

０ 

１４ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１ 

０ 

７ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

合計件数 ７９ ５ ８ ２３ ０ 
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平成25年度　教育委員会活動実績一覧

月
教育

委員会
会議

市会審議への出席 学校訪問 各種行事 その他

4月 ４回
23日：常任委員会
30日：常任委員会

東希望が丘小学校

新規採用等教職員辞
令交付式
美しが丘西小学校開
校式
川島小学校開校式
左近山小学校開校式
全体校長会議

5月 ２回

7日：常任委員会
14日：本会議
15日：常任委員会
17日：本会議
23日：本会議
27日：常任委員会
30日：本会議

石川小学校、戸塚高
等学校

「横浜の部活動」のあり方
に関するプロジェクト（２回）
校長研修

6月 ２回 20日：本会議
南高等学校・附属中
学校、本町小学校（ス
クールミーティング）

開港記念式典
石川小140周年式典

「横浜の部活動」のあり方
に関するプロジェクト
指定都市教育委員・教育
長協議会

7月 ２回
東希望が丘小学校
（スクールミーティン
グ）

都岡小140周年式典
「横浜の部活動」のあり方
に関するプロジェクト
方面別横浜子ども会議

8月 １回
立野小学校、戸塚高
等学校、桜丘高等学
校

第50回教育者研究会
横浜市教育課程研究委員
会研究協議会（全体会・専
門部会）
横浜子ども会議
「横浜の部活動」のあり方
に関するプロジェクト

9月 ２回

10日：本会議
13日：本会議
17日：常任委員会
26日：本会議

上の宮小学校（スクー
ルミーティング）

山内小140周年式典
よこはま学校経営塾
「横浜の部活動」のあり方
に関するプロジェクト
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月
教育

委員会
会議

市会審議への出席 学校訪問 各種行事 その他

10月 ２回
3日：決特総合審査
4日：決特局別審査
31日：本会議

茅ケ崎中学校、横浜総
合高等学校、日吉南
小学校

全体校長会議
横浜総合高等学校移
転記念式典

11月 ２回 25日：常任委員会

つつじが丘小学校、桜
丘高等学校、南高等
学校・附属中学校（ス
クールミーティング）、
元街小学校

市沢小140周年式典
市場小140周年式典
金沢小140周年式典
杉田小140周年式典
戸塚小140周年式典
潮田小140周年式典
元街小140周年式典
末吉小140周年式典
日吉台小140周年式典

新任教育委員研究協議会
副校長研修
小中合同授業研究会
関東地区小学校道徳研究
大会
よこはま学校経営塾

12月 １回

３日：本会議
６日：本会議
９日：常任委員会
17日：本会議

1月 ２回 31日：本会議
浦島丘中学校（スクー
ルミーティング）、戸塚
中学校

賀詞交換会
「成人の日」を祝うつど
い

「体罰根絶」に向けた教職
員研修
横浜教育実践フォーラム
指定都市教育委員・教育
長協議会
よこはま学校経営塾
合同学習発表会

2月 １回

19日：常任委員会
14日：本会議
21日：本会議
25日：本会議

全体校長会議

3月 ４回

７日：予特局別審査
13日：本会議
17日：常任委員会
20日：予特総合審査
25日：本会議

横浜商業高等学校、
森東小学校、東希望が
丘小学校、若葉台特
別支援学校、希望ケ丘
小学校、潮田小学校、
鴨居小学校

教育委員会表彰式
教職員辞令交付式

合計 25回 32回 28回 25回 24回
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